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収益の源泉とキーエンジン

製造業の構造変化と今後の製造業のモデル

時間の経済 システムの経済＋

指数関数的な成長

→First Mover Advantage

（リアルタイム：ソフト化（シミュレーション）、自律分散）

大規模複雑系の制御とデータ主権

→複雑性のコントロール

（アーキテクチャ設計：モジュール構造とモジュール間IF設計）

無形固定資産

• ソフトエア投資のROI向上（クリティカルマス獲得）

システムズエンジニアリング

（人工物の科学：第三の科学革命）

• 協調領域と競争領域の再定義

• グローバルエコシステムへのアクセス
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先進製造業の構成要件（概略図）
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トレーサビリティ
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（Software 

Defined等）

• 顧客データを

活用した商品

• アジャイルなリソー

スマネジメント

（フレキシブルな

生産ライン等）
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産ライン、など
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• サプライソースの

マネジメント・BCP
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人権）

• 在庫の適正化、

など
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• サービス契約
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シップマネジメント
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い）、など
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ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ

現
場

基
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設計・製造の形式知化／業務標準化（SOP）

QCDのリアルタイムで正確な把握／最適化

統合資源管理（ERPなど）

MBSE

サプライチェーン統合計画

顧客データを活用した

製品・サービス企画

製品・設計管理

（PLMなど）

顧客接点による

新規需要創造や

継続的な改良
（サービス型モデル

需要創造、

契約管理等）

メンテナンス

システム

設計支援機能

（CADなど）

注：CE Circular Economy、GHG Green House Gas、MBSE Model Based Systems Engineering、CCMS computerized maintenance management system CCM Collaborative Condition Monitoring

、SEP Standard Essential Patent、WMS Warehouse Management System、LIMS Laboratory Information Management System

全体アーキテクチャー設計／各機能間の連携

物流管理
機器制御・監視システム(PLC、SCADAなど)

コネクテッドな製造機器（PLC・ロボット）

製造管理(MESなど）

人材
知財マネジメント

標準化

データ連携基盤

フルターンキー（ラインビルディング）
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カスタマーサクセス機能の詳細

分類 機能名 概要 主なソリューション提供者(例)

全体
戦略

1 全体アーキテクチャー設計 個別システム間の繋りを設計（相互運用性・ガバナンスの確保） Siemens（独）、Dassault Systèmes（仏）など

2 統合資源管理(ERPなど) 「会計」「人事」「生産」「物流」「販売」などの基幹となる業務

を統合し、効率化、情報の一元化を図る機能

SAP(独)、Oracle(米)、Intuit(米)、Infor(米)

など

3 サプライチェーン統合計画 SCにおける調達・物流・生産の一連の計画策定を支援する

機能

Blue Yonder(米)、Kinaxis(米)、E2Open(米)、SAP(独)

など

4 複数領域が関係し合うシステムの開

発設計（MBSE）

システムエンジニアリングの考え方に基づきライフサイクル全体を全体

最適目線でモデルベースで開発設計する機能

MathWorks、図研など

現場
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・現場

5 QCDのリアルタイムで正確な把握／

最適化

経営、製造現場の、生産から販売までの各工程のデータを

集約し、生産工程を最適化する機能

Siemens(独)、Rockwell automation(米)、PTC 

Honeywell(米)、ABB(瑞)、アズビル、横河電機など

6 顧客データを活用した製品・サービス

企画

顧客から得られたデータを元に、製品・サービスの企画を行う

機能

Salesforce（米）、Google（米）など

7 設計・製造の形式知化／標準化 設計、調達、製造のプロセスをデータ化し、形式知化する機能 Siemens(独)、Rockwell automation(米)、PTC 

Honeywell(米)、ABB(瑞)、アズビル、横河電機など

8 製品管理(PLMなど) 製品ライフサイクル全体（企画・開発、生産、調達、販売、

保守）に渡る製品・技術情報を集約するシステム

SAP(独)、Oracle(米)、Autodesk(米)、Siemens(独)、

PTC(米)など

9 設計支援(CADなど) コンピューターによる設計支援機能 Siemens(独)、PTC(米)、Dassault Systèmes（仏）

など

10 製造管理(MESなど) 製造工程の把握や管理、作業者への指示や支援などを行う

製造実行機能

Siemens(独)、Rockwell automation(米)、PTC 

Honeywell(米)、ABB(瑞)、アズビル、横河電機など

11 フルターンキー（ラインビルディング） 製造ライン・工場の構想設計、工程設計、調達、インテグレーション、

据付・試運転、従業員トレーニング等をワンストップで提供

平田機工、ヒロテック、Durr（独）、日立（旧JR 

Automation）など

12 機器制御・監視システム(PLC、

SCADAなど)

製造機器や製造ラインの制御に使われるコントローラや、稼働監視

の機能

Siemens(独)、GE(米)、ABB(瑞)、Rockwell 

automation(米)、三菱電機(日)など

13 コネクテッドな製造機器 デジタルで繋がれた製造機能 安川電機(日)、FUNAC、ABB(独)、Kuka(独・中)

14 物流管理 配車・配送計画、倉庫への貨物、資材、商品の入出庫管理や、

生産拠点や物流拠点で「モノの移動」を行う機能

Blue Yonder(米)、Blujay(米)、E2Open(米)、SAP(独)

など

15 顧客接点による新規需要創造や

継続的な改良

顧客（製造業）のビジネスモデル変革（サービス化、ライフサイクル

全体のサポート）を支援する営業機能、カスタマーサクセス型（バ

リューベスト）契約や契約の自動生成・マシンによる自動契約

Siemens(独)、PTC(米)、Dassault Systèmes（仏）

、Industry 4.0 Legal Testbedなど

16 メンテナンスシステム 保守・点検・アフターサービス等を行う機能 GE Digital（米）、AWS（米）、Microsoft（米）、

PTC（米）、Siemens（独）、三菱電機など
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カスタマーサクセス機能の詳細

分類 機能名 概要 主なソリューション提供者(例)

基盤 17 知財マネジメント データやサービス型取引などに関する知財、SEP対応等知財戦略の

支援

IDSA（欧）、GAIA-X（欧）、など

18 標準化 業務プロセス、インターフェース、アーキテクチャー、データなどの標準化 IDSA（欧）、GAIA-X（欧）、IDTA（欧）、DTC

（米）、ERC（米）など

19 人材 DX人材の育成や人材流動化の促進 Fraunhofer(独)、DCCなど

20 データ連携基盤 セキュリティやデータ主権を確保したかたちでのデータ流通の仕組み IDSA（欧）、GAIA-X（欧）、Catena-X（欧）、

Manufacturing-X（欧）など







13Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

世界経済フォーラム（WEF）が製造業の「灯台」（ロールモデル工場）を選定

WEFのThe Global Lighthouse Network

◼現時点（2021年9月27日時点）で90の工場が選定されており、日本からは日立製作所

大みか工場、GEヘルスケア・ジャパン日野工場の2工場が選定されている

出所：Global Lighthouse Network: Unlocking Sustainability through Fourth Industrial Revolution Technologies IMPACT PAPER SEPTEMBER 202
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デジタルスレッドの拡張に向けSiemensと提携

参考：SAPのデジタルツイン戦略

◼デジタルスレッド（データやプロセスの処理の流れをデジタル化し、ネットワークなどを通じて一貫した情報

の流れを実現する仕組み）の入り口から出口までを全て自社内で完結できる環境を構築

⚫ シーメンスのPLM『Teamcenter』（設計系）とSAPの『S/4HANA』（計画・分析計）の連携

出所：シーメンス株式会社代表取締役社長兼CEO堀田 邦彦『シーメンスが進めるDX（新しいものづくりプロセスの実現）』

















31Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

全世界128,000人の従業員、年間1,000を越える特許、650,000を越えるパートナーとサプライ

ヤといったグローバル企業としての潤沢なリソースが背景にある。

シュナイダーエレクトリック 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

出所：Schneider Electric「Annual Report 2021」
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エネルギーマネジメント事業とインダストリアルオートメーション事業の組み合わせにより、サステナ

ビリティやデジタライゼーションを実現。

シュナイダーエレクトリック 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

◼エンドポイントからクラウドまで、設計・構築から運用・保守まで、Site-by-siteから統合的なマネジメントまで、グローバ

ルに統合された組織体によるあらゆるレイヤー・切り口での価値提供が可能であることが強み。

出所：Schneider Electric「Annual Report 2021」
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40か国以上・300箇所近くの工場・ロジスティクスセンター網を有しており、EcoStruxure等の

ソリューションを自社拠点でも活用。

シュナイダーエレクトリック 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

◼フランスのル・ヴォードルイユ工場は世界経済フォーラムにて「サステナビリティライトハウス」の認定を受賞。

⚫ サステナビリティライトハウスの認定工場は世界で6つしかなく、シュナイダーエレクトリックにとっては、昨年9月にケンタッキー州レキ

シントン工場が同じ認定を獲得したのに続いて2件目。

◼インドのハイデラバードにある工場も「アドバンストライトハウス」として認定。ミッションクリティカルな製品を製造しており、

シュナイダーエレクトリックのEcoStruxureによる IIoTソリューションを活用して、顧客の成果向上のために、より良いか

つ、より速い意思決定を行えるようにしている。

⚫ シュナイダーエレクトリックにとって、フランスのル・ヴォードルイユ工場、中国の無錫工場、ケンタッキー州のレキシントン工場、インド

ネシアのバタム工場に続いて、5番目の認定工場。

出所：Schneider Electric「Annual Report 2021」

ル・ヴォードルイユ工場（フランス） ハイデラバード工場（インド）
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全世界111,047名の従業員と、うち10,000近くの研究開発人員を抱え、年間22億ユーロの研

究開発投資を実施、年間820近くの特許を取得するといった潤沢なリソースが背景にある。

BASF 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

出所）BASF Report 2021
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研究開発のデジタル化を積極的に推進。

BASF 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

◼Digital Laboratory：独立してパフォーマンス測定を行いながら、クラウドを介して他のデバイスとデータを共有したり、

電子ジャーナルで進捗状況を自動で文書化したりすることが可能なスマートデバイスを用いた研究

◼Data Science：未来の科学的成功にとってデータのより良い活用は重要な要素であり、クリーンなデータへの素早い

アクセスを提供すべく複数のデータソースからの使いやすいデータ入力・統合に取り組む

◼ Knowledge Solutions：R&Dのエキスパート向けに、公開情報と内部情報を一つのアプリケーションで検索できる仕

組みを提供。コンテンツと検索結果の優先順位を適切に分析する先進的な方法論を実装

◼ Scientific Modelling：最先端のスーパーコンピューター技術を活かして、モデリングとシミュレーションを製品・ソリュー

ション開発に活用。

出所）BASF HP
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BASFは次世代コンピューティングと量子コンピューティングの非常に革新的な技術を、自社の取

り組みの重要な部分として活用できる独自の立場にあるとアピールしている。

BASF 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

◼ Governmental Relations & Interest Groups：長期的な基礎的進歩を確保すべく、国内および国際的に活動。欧州量子産業

コンソーシアム（QuIC）、ドイツ量子技術・応用コンソーシアム（QUTAC）、OpenSuperQ産業ユーザーボード、bitkom e.V.、

QuPharm、Q4Climateのアドバイザリーボードに加盟。

◼ Academic Collaborations：フラウンホーファー研究機構がIBMと進めている量子コンピュータ構想に協力し、フラウンホーファー・コンピ

テンス・ネットワークの量子コンピューティング部門に所属しているなど、長期的な基礎的進歩を確保するために学術パートナーと協力。さ

らに、量子科学技術分野の初期研究者の育成を目的とした、EU資金援助による革新的トレーニングネットワークにも参加。

◼ Investments：BASFグループのコーポレートベンチャーキャピタルを通じて、急成長している企業やファンドに世界規模で投資。2019年

と2020年、BASFベンチャーキャピタルは、量子アルゴリズムとソフトウェアのマーケットリーダーとなることを目指し、近い将来の量子コン

ピュータで問題を解決するための完全なツールセットを提供するZapata Computing Inc.に投資。

◼ Industry and Commercial Partnerships：Robert Bosch GmbH、HQS Quantum Simulations GmbH、Friedrich-

Alexander-University Erlangen-Nürnberg および Heinrich-Heine-University Düsseldorf と共同で、ドイツ連邦教育研究省

の資金援助によるプロジェクトに参加。また、量子コンピュータの有力企業であるGoogle社やZapata Computing Inc.社と研究提携

を結び、産業応用に向けた量子コンピュータアルゴリズムの共同開発を進める。

出所）BASF HP
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確実短納期体制のグローバルな構築と自動化オペレーションを導入した物流等を揃える。

ミスミ 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

◼より一層の競争力強化と商品の安定供給を図るべく、確実短納期体制をグローバルに構築。日本・中国・アジア・

米州・欧州の5極の生産能力を拡充するとともに、グローバル物流体制を拡充し、短納期需要を取り込む。

◼安定した供給体制の構築に向け、グローバルで物流オペレーションの革新にも取り組む。

⚫ 2017年には、中日本流通センター開設とともに最先端の自動化オペレーションを導入し、グローバル展開に向けた新たな物流モ

デルを構築。自動化の活用により、既存拠点に比べ生産性が50%以上改善するなどの成果。

物流拠点
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取扱点数、在庫点数も着実に拡大。今後はデータサイエンスを用いたマーケティングやサプライ

チェーン高度化の新ITプラットフォーム構築等、IT領域へ注力予定。

モノタロウ 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

◼ データサイエンスに基づくマーケティング力向上としては、事業者顧客獲得へ向けたSEM・SEOの向上、商品を「見つける時間」短縮の

ための検索機能精度向上、販売サイトの「使い易さ」へ向けた継続的サイト改善検索結果等に加えて、業種をベースにした顧客グ

ループレベルという現在の状況から個々の顧客レベルまで細分化（パーソナライズ化）を目論む。

◼ 新ITプラットフォームとしては下記2つを検討している。

⚫ 受発注管理システム（Order Management System/OMS）：配送方法・ルートの最適化機能による「商品の到着を待つ

時間短縮」と荷別れ抑制・オペレーション負荷平準化機能による 「配送・物流関連コスト抑制」を図る。

⚫ 商品情報管理システム（Product Information Management/PIM）： 「ワンストップショッピング拡大」により、顧客の購買

業務における負荷削減の体験を通じ、既存顧客の利用拡大を図る。

出所）IR資料
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エンジニアリング力とものづくり力が平田機工の競争優位性の源泉であり、そこで培われた変

化への対応力と顧客目線の提案力がACSコンセプトにつながっているとしている。

平田機工 先進的取り組みの背景となる企業組織・リソース

統合報告書2022「価値創造プロセス」

出所）統合報告書2022
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設計・調達・生産のいずれのプロセスにおいても、「(3D)データ活用」「標準化・モジュール化」等

の技術を用いてリードタイム短縮・プロセス改革を図る例が存在。

製造業支援機能への示唆

設計リードタイム

短縮

調達リードタイム

短縮・

プロセス改革

生産リードタイム

短縮

• 3D CADデータの自動解析による修正ガイド提示や図面データの効率的な活

用による意思決定支援、エンジニア向け情報提供による検討スピードアップ等、

設計に必要とされるデータ・情報を活用してリードタイム短縮化を図る取り組

みが存在

• 3D CADデータの自動解析による自動見積もり、部品標準化、調達対象商

品の検索機能向上やパーソナライズ化、配送ルートの最適化といったデータ・

情報を活用してリードタイム短縮化を図る取り組みが存在

• 原価計算アルゴリズムとパートナー工場の特徴に関する情報を用いた高精度

マッチング・一式納品等、調達プロセスのリデザインを図るサービスも登場

• 標準化・モジュール化と特定ラインへの習熟を通じたラインまるごと納品による

生産リードタイム短縮化を図る取り組みが存在

• デジタルツインやVR活用の進展に伴い、対象ラインの拡大や精度向上が更

に進む可能性
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SoS化によりシステムの複雑性が増大するなかDTの進化が求められる

Dassault Systèmes：Virtual Twin

◼既存のソリューションをリパッケージした感は強いが、『コラボレーション』と『組織知としての蓄積』が強調されていた

◼航空業界でVirtual Twinとして採用実績あり（Boeing）

DT

実空間のコピー

VT

DT＋Sustainability

• Incremental

（組織知を継続して保有）

• Collaboration

• Comprehensive

（価値連鎖全体をカバー）

• Simulation&Emulation

＋Data Driven

出所：ヒアリングより
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What、How、Whoの連携をアピール

Dassault Systèmes： Virtual Twin
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バッテリー工場はMOMのターゲットセグメントのひとつ

Dassault Systèmes：バッテリー工場向けソリューション

◼プロセス系とディスクリート系の双方の要素が入っているのでDXの必然性が高い

⚫ 日本ではパナソニックが導入済み
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5GとWiFi6の使い分けを想定（どちらかというと5Gに対してやや慎重なコメントの印象）

Huawei：5Gのユースケース

◼展示はWiFi6を想定。ローカル5Gは価格が高いため。

⚫ WiFi6を利用した工場は中国に多数存在する（上海等）

◼ローカル5GとWiFi6はコストとコンピューティングパワーのトレードオフが存在

（WiFi6は低コストである為コンピューティングパワーが脆弱）。

⚫ AGV等ハードリアルタイム性が求められるユースケースは5Gが必要。
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OTをクラウドに持っていくことに対しては慎重なスタンス

Huawei：

◼ vPLCについては知らない。HuaweiはITの会社でありOTについては優先度が低い。

⚫ 来月4mmsecの5Gを発表する予定（同僚に聞いた話しなので確約は出来ないが）。しかし、それでもOTをクラウドに持ってい

くことは難しい。

◼ 6Gについてはノーコメント
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5Gのユースーケース

Nokia

◼ 5GのユースケースはAGV、モバイルロボット、画像解析（品質管理等）、DT等

（他のセッション、ブースでもほぼ同様の回答）

⚫ 5GがMust haveなユースケースは限定的？（通信のイベントだからか？）

◼ 6Gに関してはノーコメント
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ルフトハンザのハンブルグ工場は機体のメンテナンスのために5Gを利用

Nokia

◼高解像度カメラに利用（大容量）

◼無線である必要性は機体が大きいこと（フレキシビリティ）
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5Gのアプリケーションのロードマップを保有

Arcelik

◼５Gの評価基準としては、スピード（リアルタイム性）、レイバーコスト負荷など

（一定のリアルタイム性が必要で人間が対応している業務は代替候補）

◼洗浄に5Gを適用することを検討している（数ヶ月以内に適用する予定）
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6Gになればケース次第で可能とのコメントも有り

Telefonica

◼ 5GではOTをクラウドに持っていくことは困難

⚫ 6GのLatencyはLatencyは1ms以下

→データセンターから工場までの距離の理論限界値は下記の通り

• 1×10^-3s×3.0×10^8m/s～3×10^5（プロセッシング時間等安全係数を掛けて10^4）～30-300km
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Miningは5Gの有望用途のひとつ

China Mobile

◼Manufacturingの展示はなく、マイニングや物流のユースケース押しのコメント
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参考：日本の製造業のパフォーマンス推移

1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代 2020年代

設備投資 2.6 5.9 12.2 15.8 13.1 13.1 13.7

ROA 9.0% 7.1% 5.9% 3.7% 3.6% 3.5% 3.2%

総資本回転率 1.2 1.3 1.3 1.1 1.0 0.9 0.8

OPM 7.5% 5.6% 4.4% 3.4% 3.5% 3.9% 4.2%

社内留保 0.4 0.8 1.4 2.0 4.6 7.1 10.0

出所：法人企業統計
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基本的に製造起点でありクロスセクターではなくバリューチェーン、エンジニアリングチェーン横断

Siemens：デジタル・エンタープライズ・プラットフォーム戦略

◼シーメンスの戦略のベースは「デジタルエンタープライズの提供」であり、製造現場のデジタルプラットフォーム

提供と情報連携

⚫ 「製造現場にデジタルプラットフォームが無ければ、先進技術は役に立たない」

⚫ 製造業のサービタイゼーション（スケールアウト、ダイナミックケイパビリティ等）のサポートが提供価値

⚫ 製造業以外としてはビル管理、エネルギー管理などのデジタルツイン

◼Industrie4.0の基本コンセプトが「持続可能な社会の形成」（工場の中だけの話ではない）ことからは

当然といえば当然？

⚫ I4.0のVision2030のキーワードはSustainability、Interoperability、Autonomy（Sovereignty）

出所：シーメンス株式会社代表取締役社長兼CEO堀田 邦彦『シーメンスが進めるDX（新しいものづくりプロセスの実現）』
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シーメンスであればITとOTシームレスに繋がることが最大の強み

Siemens：デジタル・エンタープライズ・プラットフォーム戦略

◼Palantirと同じ発想

◼実質的に他のベンダの場合は繋がらない為、不都合が大きい

⚫ データ連携不可、コスト高・高負荷・非効率（ラッパーアプリの多様等）、など

◼結果、スケールアウト出来ずDXが進まない

出所：シーメンス株式会社代表取締役社長兼CEO堀田 邦彦『シーメンスが進めるDX（新しいものづくりプロセスの実現）』
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Siemensは2007年からソフトウェア会社買収を本格化

→デジタル・エンタープライズ・プラットフォームを構築

Siemens：M&A戦略

◼ 「今後の課題は、顧客企業の変革に伴走できる人材の確保です。単なる技術のコンサルティングだけではなく、基本

構想を顧客と一緒に作れる人が必要です。日立製作所はそれに近い人材を米グローバルロジックの買収で得たのか

もしれない。 しかし、シーメンスは１５年間で合計１兆３０００億円を投じて多数のソフトウエア会社を買収して

きました。そして、買収した企業の社員を登用するなど、統合効果を発揮させるのが非常に上手です。実は、私も買

収された会社の出身ですが、こうして社長を任されています。」（堀田邦彦シーメンス日本法人代表取締役社長兼

ＣＥＯ）
出所：2021/10/02 週刊ダイヤモンド 52～59ページ『Ｉｎｔｅｒｖｉｅｗ 買収で“急ごしらえ”の日立 １５年のアドバンテージあり』

出所：Siemens
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サスティナビリティとデジタル（リアルとデジタル）で高成長を狙う

Siemens：デジタル戦略とCE戦略の接続：サスティナビリティとデジタルで価値創出

◼シーメンスにおけるCEのビジネスモデル⇒何れもデジタルでスケールアウト

⚫ 製品寿命の延長

⚫ プラットフォームを活用したシェアリングモデル

⚫ リースによるPaaS（ プロダクトアズアサービス）

⚫ 製品・廃棄物の再利用

◼これによりTAMを拡大⇒リファレンス化し顧客に基盤提供⇒顧客の成長からリターンを獲得

（新興市場の経済植民地化）

出所：” Siemens –A focused technology company accelerating high value growth” Capital Market Day,2021
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サスティナビリティと親和性の高い企業体としてブランディングを強化

Siemens：デジタル戦略とCE戦略の接続：サスティナビリティとトラックレコードの強み

◼SiemensはIndustrie4.0、GAIA-Xのコアメンバであり理念・ビジョン・政策から市場を創出する、欧州を

代表するコングロマリットとしての戦略的なプレイヤのポジション

出所：”Accelerating Sustainability” Capital Market Day,2021
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サスティナビリティが将来の事業機会につながる

Siemens：デジタル戦略とCE戦略の接続：サスティナビリティはビジネスのコア

出所：”Accelerating Sustainability” Capital Market Day,2021



92Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

スマートマニュファクチャリングとともに戦略法務も併用

Siemens：デジタル戦略とCE戦略の接続：サスティナビリティとデジタルで価値創出
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PSSは、有形である製品と無形であるサービスの混合物であり、特定の顧客ニーズを満たすべく

設計され組み合わされたもの（Tischner et al. 2002）

PSSの概要

◼PSS(Product Service System）は、欧州で製造業の生き残りの手段としてトップマネジメントの戦略

的重点の1 つとして位置付けている企業もあるほど製造業にとって決定的に重要なコンセプト

⚫ 設計がライフサイクルの各フェーズに影響を与えなおかつそれらのフェーズからの情報の入力によって設計が改善さ

れる可能性があるという点が注目される

◼Circular Economy（CE）のトレンドがPSSのドライバーとなっている

→グリーン・ニューディール等トップダウンの政策とセットで加速するブリュッセル効果アプローチ

⚫ CEの前面に出されているのは，企業の経済的利点と雇用創出という社会的利点と考える、よってCEのための

設計研究は、製品の環境負荷を低減することに焦点を当てた研究に比べると、より多様なインパクトが求めら

れている。

出所：坂尾知彦『欧州PSS 研究の最前線とその日本製造業への意味』 サービソロジーVol. 3 No. 3 2016/10
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PSS （サービス化）により『成長性』『安定性』『収益性』を両立

PSSの概要

成長性

安定性

収益性

スマホのモデル PSSのモデル PSSの狙い

これから成長する

市場（新興国）に

早期参入

広告、シェアエコ、

決済等景気に左右

されないサービス事業

ソフトウェアを活用し

限界費用はほぼゼロ

リファレンス化して

グローバルにスケール

アウト

保守・運用管理等へ

の長期契約でのサー

ビス事業展開

継続的なソフト活用

（リモートでアドバイス）

で限界費用を低減

• 新たに発生した非連続な汎業界

課題（横のCross-Industry）

- コロナによる生産停止→適正

在庫のあり方

（デジタルサプライチェーPF）

• ライフサイクルの長い資産のデジタ

ルでの運営管理（縦のCross-

Industry）

• サービス化することで景気変動の影

響を極小化（関係特殊性）

• 垂直統合で立ち上げた後に水平

分業化しソフトに特化

• ポータビリティとスケーラビリティ
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欧州プラスチック戦略を土台に複数の政策を展開

参考：欧州CE戦略
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長期戦略に基づく政策

参考：欧州CE戦略

出所：環境省 『プラスチックを取り巻く国内外の状況』





102Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

欧州はビジョン・政策等理念から入ることでCE戦略とデジタル戦略を接続

参考：欧州CE戦略

CEのビジョン・政策

標準化

実装のモデル

（ユースケース、リファレンス）

認証・規格で主導権

（GAIA-X、IDS、欧州プ

ラスチック戦略等）

リペア・長寿命化

予兆保全

協調状況監視

スマート保守

（データ流通でのGAIA-X

のメリット訴求）

環境負荷低減

無駄の排除

スマート

マニュファクチャリング

デジタルツイン

（IDTAの訴求）

デジタル戦略CE戦略

注：IDTA（Industrial Digital Twin Association） 2020年9月に設立されたデジタルツイン関連の業界団体。IDTAは、管理シェル（AAS）の整備やIndustrie 4.0の技術的問題を

議論するグローバルな場の設定を目的として設立された。
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CPA（Circular Plastic Alliance）を設立し、オープンエコシステム型で展開

参考：欧州CE戦略

◼欧州プラスチック戦略のもと、2018年12月に発足した産業界の自主的宣誓に基づくイニシアティブ

◼ EUのリサイクルプラスチックを2025年までに、1000万トンまで引き上げるためプラスチックバリューチェーンを支援

カテゴリ プレイヤ

業界

団体

プラスチック Plastic Europe

自動車 ACEA、CLEPA、

EUROBAT

電気電子 Digital Europe, 

APPLiA, Cefic

リサイクル EuRIC,Plastic

Recyclers Europe

標準化団体 CEN/CENELEC

企業 BASF、コカ・コーラ、

Siemens、等

出所：https://ec.europa.eu/growth/industry/policy/circular-plastics-alliance/commitments-and-deliverables_en
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CPAをベースに産官学連携が進む

参考：欧州CE戦略

◼CE実現に向けたR&Dに必要となる技術マーケティング・開発センターとブループリント・バリデーションを産官学連携で

補完

アウディ
KIT

（カールスルーエ工科大学）
車載プラスチックのケミカル

リサイクリング

• 技術的な難易度が高い混合

プラスチック部品のリサイクルを

実現

（既に単一素材であるPETの

再生品をシートなどに投入）

• 自社モデルに搭載する二次原

料（再生材）部品の割合を

拡大

• プラスチック部品の化学的再生

技術を開発

• 経済性と環境への影響を評価

混合プラスチック部品の化学的処理を通して熱分解油を製造し、

熱分解油を原料とする部品をアウディ車に投入する目標

出所：https://www.audi-mediacenter.com/en/press-releases/audi-and-kit-are-working-on-recycling-method-for-automotive-plastics-13358
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大規模複雑システム（SoS）としてのGlobal Production Networkのマネジメントが重要に

Global Production Network

◼ソフト・サービス化（クラウド型製造ノウハウ提供サービス）により価値連鎖の組み換えが容易

となり製造業がグローバルにネットワーク化され大規模複雑システム化、System of Systems

（SoS）化が進む（Global Production Network：GPN）

⚫ サプライチェーンレジリエンス、サーキュラーエコノミーなどの需要側からの要件もこれを加速

出所：Gisela Lanza et al. “Global production networks: Design and operation” CIRP Annals - Manufacturing Technology 68 (2019)
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欧州データ戦略では「European data space」 という概念をビジョンとして提示

欧米のデータ戦略の動向

◼2020 年2 月、欧州委員会は 「A European Strategy for Data」 を発表

⚫ 世界中に開かれたデータ・マーケットが創出され、個人データや、ビジネスデータ等の非個人データに簡単にアクセ

スして価値を創造することができ、また二酸化炭素排出量を最小にすることも可能

⚫ マニュファクチャリングやエネルギ等広範にわたる政策体系

⚫ クラウド連携やデータ共有に関してGAIA-X のような取り組みとの相乗効果を促進するとも言及

出所： EUROPEAN COMMISSION, A European strategy for data を元にRRI 作成
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欧州はGAIA-XとIDSで欧州全体での価値の創出（European value creation）を目指す

欧米のデータ戦略の動向

GAIA-X IDS

データとクラウドの主権を欧州の価値観に基づき保護する

データ連携基盤

• ３階層構造アーキテクチャ（マルチクラウド、オープンデータ基盤）

• インフラエコシステム：クラウド、エッジ、HPCの相互運用を実現

• データエコシステム：各産業部門から生成されるデータの相互運用やポータビリティ

を実現

• フェデレーションサービス：上記２つのエコシステムを相互接続

（データ主権を維持したデータ交換、データ利用カタログ、個人情報保護に関する共通ルールを規定）

• これにより、複数の企業や業界にまたがるデータ流通を仲介

セキュアなデータ交換とデータ主権確保に向けた分散型

ネットワーク基盤

• データ提供者とデータ利用者をIDS Connectorによって接続

• これにより、データ送受信時のデータへのアクセス、ならびに利

用を制御

◼欧州域内に存在する各種通信インフラ、クラウド設備、産業・個人データ、デジタルプラットフォームを統

合（Federated data infrastructure）することで、「デジタル主権」（Digital sovereignty）を確保

出所：BMWi 出所：Fraunhofer
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欧州委員会では2020 年にEU27 ヵ国が共同宣言を行いGAIA-X を代表的な産学連携の取

り組みとして位置づけ、戦略的な資金投入を実施

欧米のデータ戦略の動向

◼GAIA-X を取り巻く資金としては、GAIA-X AISBL の運営資金（①）と、それとは別に次世代のクラウ

ドを実現するためにドイツ政府（②、③）、欧州委員会から提供される資金及び各国の企業による投

資（④）がある。
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戦略、法律、人材・体制、運用がバランス良く推進されていることが特徴（ブリュッセル効果）

欧米のデータ戦略の動向

◼産業データの8割が有効活用されていない現状を踏まえ、より多くのデータを社会全体で活用可能にすることが目的

⚫ データ法の成立により、2028年までに2,700億ユーロのGDP押し上げ効果があると予想されている

一般データ保護規則（GDPR）
（2018.5施行）

• EUに居住する個人からの個人データの収集、処理、および使用方法に関する法的枠組み

データガバナンス法
（2020.12公表、2022.6公布、2023.9から施行）

• データ共有の信頼性向上と、EU域内の官民を超えたデータ共有の促進を目的とする

• 公共機関が持つデータの再利用の促進、データ仲介者の信頼性を強化するための届出義務、利

他的な／公益の目的でデータを収集し処理する事業者の自発的な登録の仕組みを規定

データ法
（2022.2公表、現在審議中、2024年中頃の施行が目標）

• データ保護の強化ではなく、B2C/B2B/B2Gの関係性ごとにデータへのアクセスを法的に強化し、よ

り多くのデータ（特に産業データ）を社会全体で活用可能にすることを目的とする

• データの囲い込み防止のため、IoT機器の製造業者に稼働データへのユーザ・アクセスの措置の設

置を義務づけ

• 水平・横断的なデータ法とは別に、健康、モビリティ、観光など分野別のデータスペースでのデータの

取り扱いに関する個別の追加法案等も準備されている

• EU域内に拠点を持たない日本企業にも適用がありうる点に留意が必要

 製品・サービスの設計段階からデフォルトでユーザによるデータへのアクセスを可能としなければならない

義務、第三者へのデータ提供義務

→一定のコスト負担、ビジネスモデルの見直しを余儀なくされる可能性

 ユーザのベンダロックインを回避

→顧客との契約内容の見直しの必要性、水平分業化の促進（安価なアフターサービス等）

デジタル市場法
（2020.12公表、2022.7欧州議会で採決、2023年に施行予定）

• 公正な競争環境を確保するため、 EU域内の中核プラットフォームを手がける事業者のうち、特に

大規模な事業者（ゲートキーパー*）の義務と禁止事項を規定（自社サービスの優遇禁止、企

業買収時の当局への事前通知等）。

デジタルサービス法
（2020.12公表、2022.7欧州議会で採決、2023年以降に施行予定）

• オンラインプラットフォーム等の仲介サービス提供者に対して、コンテンツに対する責任を明確にし対

応を促す（偽情報の拡散防止、推薦アルゴリズムの説明、特定ユーザ向けの広告の禁止等）。
出所： デジタル庁『世界で進むデータ駆動社会への戦略的取組』、長野・大野・常松法律事務所 テクノロジー法ニュースレター 2022年3月No.10を参照
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WEFは製造業においてデータ共有が有効な5 つの領域を定義

欧米のデータ戦略の動向

◼WEFのホワイトペーパー『Share to Gain 製造業におけるデータ価値の解放』では、製造業を対象に、バ

リューチェーン間でデータを共有しイノベーションを加速するための新たな協力関係を発展させることの必要

性を訴求

⚫ 標準規格の使用や法規制の重要性等、欧州での検討事例との共通点もあり、データ共有・データ流通の必

須要件として注目される

出所： World Economic Forum, Share to Gain: Unlocking Data Value in Manufacturing を元にRRI 作成
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海外ではデジタルツインに向けた標準化活動が活発化

欧米のデータ戦略の動向

IDTA

（欧州主導）

DTC

（米国主導）

• Object Management Group

（OMG）が設立（2020年4月）

• グローバルな技術標準の確立と相互運

用性を加速させる産学官連携の国際的

な研究・開発のコンソーシアム

• ZVEI、VDMA、BITKOM、民間企業20

者が設立（2020年9月）

• 管理シェル（AAS）の整備、

Industrie4.0の技術的問題を議論する

グローバルな場の設定を目的とする

連携
（2021年12月に発表）

• AASの普及拡大に向けマーケティングによ

り業界横断でのDTを積極的に展開

- オープン標準に基づく相互運用性が必須

- ユースケースのライナップを拡張
（「I4.0は既に実装フェーズ」（ハノーバーメッセ2021より）

• デジュール志向

• 標準に向けた要件定義、アーキテクチャ

開発等を通じてオープンソースを提供

• 産官学連携でエコシステムを拡大

（Team of rivals）

• デファクト志向

◼欧米はコンソーシアム主導で業界横断でのデジタルツインの普及拡大に向けたデザインマーケ

ティングを展開

⚫ オープン標準による相互運用性確保、OSS提供、ユースケースとベストプラクティス整備によりユーザ

の導入障壁を低減

注：ZVWI ドイツ電気・電子工業連盟、VDMA ドイツ機械工業連盟、BITKOM ドイツIT・通信・ニューメディア産業連合会
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欧米のアプローチの特徴

欧米のデータ戦略の動向

◼次の点で補強することにより、より多くのステークホルダの参画を実現

⚫ 欧州戦略との一貫性

⚫ 欧州発の他の産業イニシアティブ（例 独Industrie 4.0）との連携

⚫ 膨大な文献、セミナを通じて情報発信を行い、エコシステムの拡大を実現

（結果としてグローバルでの認知が高まり、世界中の知恵が欧州に流れるルートを構築）

社会的合意の形成

• シーズオリエンテッドではなく、何がなぜ必要か、理念の開発と社会的合意の形成に時間と

手間をかけて議論している

• また、これらの検討がベンダ側だけでなく、ユーザ側など様々なステークホルダを巻き込んで、

「社会的」合意につなげている

市場創出のための

制度設計

• 標準化、ルール化を進め、さらに認証スキームを定義することで、安心して参画できる枠組み

を整備している

競争と協調の

システムアーキテクチャ設計

• リファレンスアーキテクチャをベースに全体像の定義と、どこが協調すべき領域なのか明確にし

ながら、共同で整備することで、その協調領域にかかるコストを徹底的に下げている。各社

はその分、リソースを自社の競争領域に集中することができ、自社ビジネスの強化が図れる

スケールアウトする新たな

ビジネスエコシステムの創造

• 協調領域として形成した場に事業者が集うことにより、新たな産業エコシステムが生まれる

アーキテクチャに親和的な

制度の整備・改革

• 戦略、法律、人材・体制、運用がバランス良く推進

出所：RRI『デジタル経済圏の胎動：欧州のデータ連携戦略』、デジタル庁『世界で進むデータ駆動社会への戦略的取組』を参照
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データ利活用により製造業において創出される価値は大きい

製造業のデータ戦略に関する論点

◼製造業はバリューチェーンの各段階や企業間で共有されるデータを活用することで、業務改善だけでも

1,000億ドル以上の価値を創出できる

出所：WEF “Share to Gain ーUnlocking data value in manufacturing”
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参考：データ共有による価値創出のステップ

製造業のデータ戦略に関する論点

出所：WEF “Share to Gain ーUnlocking data value in manufacturing”
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製造業におけるデータ戦略の成功要件

製造業のデータ戦略に関する論点

◼適切な技術の選択

◼共通の規格を使用

◼信頼の構築

⚫ データをビジネス資産とみなし価値提案の中で考慮する必要性

⚫ 共通の目標と相互利益に焦点を当てた関係性の構築（契約による担保）

◼法的規制の確実性

⚫ 各国によるデータローカライゼーションはデジタル貿易の障壁となる可能性

⚫ このため、EUは管轄内の非個人データのローカライズ規制を実質的に撤廃する規則を制定

⚫ データトラスト：データ所有者がデータの管理権をデータ所有者と利用者の利益を守る受託グループ

に委ねる新しい仕組み（Open Data Instituteによる定義）も考案されつつある

出所： World Economic Forum, Share to Gain: Unlocking Data Value in Manufacturing
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収益の源泉とキーエンジン

製造業の構造変化と今後の製造業のモデル

時間の経済 システムの経済＋

指数関数的な成長

→First Mover Advantage

（リアルタイム：ソフト化（シミュレーション）、自律分散）

大規模複雑系の制御とデータ主権

→複雑性のコントロール

（アーキテクチャ設計：モジュール構造とモジュール間IF設計）

無形固定資産

• ソフトエア投資のROI向上（クリティカルマス獲得）

システムズエンジニアリング

（人工物の科学：第三の科学革命）

• 協調領域と競争領域の再定義

• グローバルエコシステムへのアクセス
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用語 論文著者 定義

サービタイゼーション

（servitization）

Vandermerwe

and Rada

（1988）

• サービタイゼーションとは、顧客志向の商品・サービス・サービスを組み合わせた、より充

実した市場パッケージやバンドル（束）（顧客に焦点を当てた商品、サービス、サ

ポート、セルフサービス、知識などの組み合わせ）を提供すること。

• その特徴は競合との差別化、顧客との相互依存関係の構築、イノベーションの拡散、

および競争的力学の改変にある。

Baines et al

（2009）

• サービタイゼーションとは、より良い価値を創造するために、組織の能力とプロセスを革

新することであり、製品を販売することからPSSを販売することへのシフトである。

• それを通じて顧客との互恵的価値を創造するための組織能力とプロセスのイノベー

ションである。

Cohen（2012） • 製品をモノとして提供するのでなく、サービスとして提供すること、つまり、製品をモノと

して提供するのではなく「必要な価値だけを切りだして提供する」ことである。

• すなわち、製品ビジネスからシステムビジネスへの転換であり、『サービス契約の設計方

法』が重要な論点であり、さらにサービス提供をすることで得られる情報が製品企画

力向上に繋がる戦略的な意義も大きい（サービタイゼーションは、顧客すら気がつい

ていない潜在的な顧客ニーズの発見に有効である。製品企画は技術者に任せるの

ではなく、利用している顧客の立場から行うことが重要である）。

Brax and

Visintin（2017）

• 製造業のサービス化は、製造業が意図的に、あるいは創発的に行う変革プロセスと

して概念化される、すなわち、製造業がビジネスモデルにサービス要素を導入する変

化のプロセスである。

Kowalkowski

et al.（ 2017）

• 企業が製品中心からサービス中心のビジネスモデルや論理に移行するための変革プ

ロセスである。

参考：今後の製造業のモデルに関する先行研究分析
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参考：今後の製造業のモデルに関する先行研究分析

用語 論文著者 定義

PSS Baines et al

（2007）

• 製品とサービスの結合を通して、製品の持つ機能性を拡張させ、「製品の販売」では

なく、「（製品）使用の販売」に重点を置く価値提案であり、「交換価値」から「使

用価値」への転換に通底する。

Goedkoop

et al.（ 1999）

• プロダクト・サービス・システムとは、製品、サービス、ネットワーク、インフラストラクチャー

から構成され、競争力を有し、顧客ニーズを満たし、従来のビジネスモデルよりも環境

負荷が低いことを目指す。

Mont（2002） • 環境への負荷を低減しうるために設計された製品、サービス支援ネットワーク、およびイ

ンフラストラクチャーからなるシステムのことである。

サービス注入

（service 

infusion）

Kowalkowski

et al.（ 2017）

• 企業やビジネスユニットにとって、提供するサービスの相対的な重要性が高まることで、

サービス・ポートフォリオが充実し、サービス・ビジネス志向が強まるプロセス。

統合ソリューション

（integrated 

solutions）

Brax and

Jonsson

（ 2009）

• 物理的な製品、サービス、情報の束を、シームレスに組み合わせることで部品単体より

も大きな価値を提供すること。顧客のビジネス・システムにおける特定の機能またはタス

クに関連して、顧客のニーズに対応し、長期的な視点に立ち、顧客のビジネスシステム

の一部として統合され、顧客の総費用を最適化することを目的とする。
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参考：今後の製造業のモデルに関する先行研究分析
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先進製造業の構成要件（概略図）
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ユニバーサル

デザインと

カスタマイズの

最適化

物流

サービスを考慮

した設計

顧客関係性

の再構築

（サービス

契約等）

プロアクティブ

メンテナンス

サプライチェーン

リスク管理

リソース管理・

最適化・

効率化

トレーサビリティ

• サービスによるカス

タマイズ差別化

（Software 

Defined等）

• 顧客データを

活用した商品

• アジャイルなリソー

スマネジメント

（フレキシブルな

生産ライン等）

• モジュール型の生

産ライン、など

• ライフサイクル

全体のサポート

（顧客へのデータ

ハンドオーバによる

サービスレベル

向上等）、など

（
例
）

• サプライソースの

マネジメント・BCP

（含むCE、GHG、

人権）

• 在庫の適正化、

など

• 品質トレーサビリ

ティ、など

• サービス契約

• アセット（含む

データ）オーナー

シップマネジメント

• モラルハザード

管理（情報の非

• 予兆保全等によ

る稼働時間の向

上（稼働しない

とチャージできな

い）、など

全
体
戦
略

現
場

ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ

現
場

基
盤

設計・製造の形式知化／業務標準化（SOP）

QCDのリアルタイムで正確な把握／最適化

統合資源管理（ERPなど）

MBSE

サプライチェーン統合計画

顧客データを活用した

製品・サービス企画

製品・設計管理

（PLMなど）

顧客接点による

新規需要創造や

継続的な改良
（サービス型モデル

需要創造、

契約管理等）

メンテナンス

システム

設計支援機能

（CADなど）

注：CE Circular Economy、GHG Green House Gas、MBSE Model Based Systems Engineering、CCMS computerized maintenance management system CCM Collaborative Condition Monitoring

、SEP Standard Essential Patent、WMS Warehouse Management System、LIMS Laboratory Information Management System

全体アーキテクチャー設計／各機能間の連携

物流管理
機器制御・監視システム(PLC、SCADAなど)

コネクテッドな製造機器（PLC・ロボット）

製造管理(MESなど）

人材
知財マネジメント

標準化

データ連携基盤

フルターンキー（ラインビルディング）
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カスタマーサクセス機能の詳細

分類 機能名 概要 主なソリューション提供者(例)

全体
戦略

1 全体アーキテクチャー設計 個別システム間の繋りを設計（相互運用性・ガバナンスの確保） Siemens（独）、Dassault Systèmes（仏）など

2 統合資源管理(ERPなど) 「会計」「人事」「生産」「物流」「販売」などの基幹となる業務

を統合し、効率化、情報の一元化を図る機能

SAP(独)、Oracle(米)、Intuit(米)、Infor(米)

など

3 サプライチェーン統合計画 SCにおける調達・物流・生産の一連の計画策定を支援する

機能

Blue Yonder(米)、Kinaxis(米)、E2Open(米)、SAP(独)

など

4 複数領域が関係し合うシステムの開

発設計（MBSE）

システムエンジニアリングの考え方に基づきライフサイクル全体を全体

最適目線でモデルベースで開発設計する機能

MathWorks、図研など

現場
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・現場

5 QCDのリアルタイムで正確な把握／

最適化

経営、製造現場の、生産から販売までの各工程のデータを

集約し、生産工程を最適化する機能

Siemens(独)、Rockwell automation(米)、PTC 

Honeywell(米)、ABB(瑞)、アズビル、横河電機など

6 顧客データを活用した製品・サービス

企画

顧客から得られたデータを元に、製品・サービスの企画を行う

機能

Salesforce（米）、Google（米）など

7 設計・製造の形式知化／標準化 設計、調達、製造のプロセスをデータ化し、形式知化する機能 Siemens(独)、Rockwell automation(米)、PTC 

Honeywell(米)、ABB(瑞)、アズビル、横河電機など

8 製品管理(PLMなど) 製品ライフサイクル全体（企画・開発、生産、調達、販売、

保守）に渡る製品・技術情報を集約するシステム

SAP(独)、Oracle(米)、Autodesk(米)、Siemens(独)、

PTC(米)など

9 設計支援(CADなど) コンピューターによる設計支援機能 Siemens(独)、PTC(米)、Dassault Systèmes（仏）

など

10 製造管理(MESなど) 製造工程の把握や管理、作業者への指示や支援などを行う

製造実行機能

Siemens(独)、Rockwell automation(米)、PTC 

Honeywell(米)、ABB(瑞)、アズビル、横河電機など

11 フルターンキー（ラインビルディング） 製造ライン・工場の構想設計、工程設計、調達、インテグレーション、

据付・試運転、従業員トレーニング等をワンストップで提供

平田機工、ヒロテック、Durr（独）、日立（旧JR 

Automation）など

12 機器制御・監視システム(PLC、

SCADAなど)

製造機器や製造ラインの制御に使われるコントローラや、稼働監視

の機能

Siemens(独)、GE(米)、ABB(瑞)、Rockwell 

automation(米)、三菱電機(日)など

13 コネクテッドな製造機器 デジタルで繋がれた製造機能 安川電機(日)、FUNAC、ABB(独)、Kuka(独・中)

14 物流管理 配車・配送計画、倉庫への貨物、資材、商品の入出庫管理や、

生産拠点や物流拠点で「モノの移動」を行う機能

Blue Yonder(米)、Blujay(米)、E2Open(米)、SAP(独)

など

15 顧客接点による新規需要創造や

継続的な改良

顧客（製造業）のビジネスモデル変革（サービス化、ライフサイクル

全体のサポート）を支援する営業機能、カスタマーサクセス型（バ

リューベスト）契約や契約の自動生成・マシンによる自動契約

Siemens(独)、PTC(米)、Dassault Systèmes（仏）

、Industry 4.0 Legal Testbedなど

16 メンテナンスシステム 保守・点検・アフターサービス等を行う機能 GE Digital（米）、AWS（米）、Microsoft（米）、

PTC（米）、Siemens（独）、三菱電機など
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カスタマーサクセス機能の詳細

分類 機能名 概要 主なソリューション提供者(例)

基盤 17 知財マネジメント データやサービス型取引などに関する知財、SEP対応等知財戦略の

支援

IDSA（欧）、GAIA-X（欧）、など

18 標準化 業務プロセス、インターフェース、アーキテクチャー、データなどの標準化 IDSA（欧）、GAIA-X（欧）、IDTA（欧）、DTC

（米）、ERC（米）など

19 人材 DX人材の育成や人材流動化の促進 Fraunhofer(独)、DCCなど

20 データ連携基盤 セキュリティやデータ主権を確保したかたちでのデータ流通の仕組み IDSA（欧）、GAIA-X（欧）、Catena-X（欧）、

Manufacturing-X（欧）など
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CEによるXaaS化を目指す、「暮らしアップデート」のビジネスモデル

パナソニック

◼ 「成熟した社会では生活に本当に必要なものやサービスを厳選する人が増えており、お客様のライフステージによって必

要な機能やサービスの提供が求められる。」

◼ 「CE的に言えばハードウェアとしてはできるだけ規格化され、リユース、リサイクルしやすいものとし、実際に発揮する機

能はソフトウェアの更新や機能モジュールの交換などでお客様ごとに最適なものになっていく。それがお客様の結婚や

子育て、老後などのライフサイクルによって適切なコストでアップグレードも含めて的えつな機能を提供していくといったイ

メージである。」

出所：『パナソニックにおける プラスチック循環の取り組み』2020年 6月 23日
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ミッションクリティカル（受託型）＋アジャイル・クラウド（協創型）へ

日立
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Chip to Cloudのデジタルエンジニアリング力とグローバル展開力を強化

日立

◼総額95億ドル（約1兆円）で買収

⚫ 売上高：921百万ドル（約970億円）

⚫ EV推定値：総額95億ドル（EV/EBIDA：37.4倍（2021年）、29.4倍（2022年））
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事業の入替えを継続して実施

日立
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現状、日立、パナともにアンダーパフォーム

参考：時価総額の推移
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145Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

ビジネスモデルアーキテクチャ、ガバナンスにより4タイプに分類
～個別静的システム（プロダクトアウト・バラバラ）から顧客ビジネス動的のシステムの一部（カスタマーセントリック・エコシステム）へ～

Digital Business Modelのフレームワーク

◼ Business design（サプライチェーン）：

⚫ バリューチェーン サプライチェーンがセットメーカーなどにより固定化・統合化さ れている状態

⚫ エコシステム プラットフォームを介した取引のよう に競合企業が併存するオープンな市場で取引を行い、

その結果、サプライチェーンは固定化・統合化されていない状態

◼ Knowledge of end consumer（顧客リレーション）：

⚫ 部分的 ：最終顧客との関わり合いが部分的

⚫ 完全 ：最終顧客と

出所：Peter Weill、 Stephanie Woerner “What‘s Your Digital Business Model?: Six Questions to Help You Build the Next-Generation Enterprise” Harvard Business Review Press (2018）
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参考：日米欧の無形固定資産比率

日本 欧米

⚫ 工場はコストセンター

⚫ 品質と納期を守って、コスト

ダウンを果たせ

⚫ 工場は収益エンジン

⚫ 資本投下によって新興国

生産を拡大せよ

無形固定資産比率（対売上）

出所：Bureau van Dijk “Orbis”
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投資なき製造業に持続性は期待できない、悪魔のサイクルから抜け出すための産業政策が

求められる

日本の製造業が抱える問題

• 現状、経常収支（所得収支）は黒字だが、

これは持続可能か？
- グローバルスケールアウトを実現する為の仕組み（製造業の

組織能力、拡大本社機能）

- 失われた３０年で散逸した機能・ケイパビリティ（マザー工

場を失った影響（エンジニア力））

• 日本企業は何故投資をしないのか？
- 積み上がった内部留保と配当金

（事業家側の問題（短期PL思考）、投資家側の問題

（Opportunity Cost of Capital））

- 不作為の罪：投資なきROA向上

（生産性低下とイノベーションの枯渇）

• 産業構造変化に対応した投資対象は？

日本の製造業の将来に向けた問い 日本の製造業の悪魔のサイクル

競争条件が変化

（パラダイムシフト）
スケールフリネットワーク型モデルと

カスタマーサクセス機能

情報ギャップ

教育インフラの脆弱性（専門大学

院（MBA等）、産業政策の問題

（需要表現アプローチ等）

ROIの低さ

海外はクラウド、オープンエコシステム

で高ROI、かつ成長

ガバナンス改革の遅れ

コングロマリットディスカウント

（総合電機等）、インベストメントチェーン

の問題（無形資産の価値評価等）

注：Product Service System 製造サービスシステム
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日本の製造業と海外先進製造業の彼我の差

産業

個社

日本企業 海外先進企業

グランドデザインが不明確
80年代の日米貿易摩擦で産業政策に謙抑的

グランドデザインが明確
米国：連邦政府の分厚いR&D投資（企業家としての国家）

とシリコンバレーモデル

欧州：米中に対するカウンタープロポーザルとしてのデータ

エコシステム

中国：国家主導型産業資本主義

産業構造
ケイレツ

（部分最適と分割損）

市場取引＋デジタルケイレツ（垂直統合）

（全体最適とオープン・クローズ）

標準化とIT
標準化とIT活用の軽視

（モノ作りに対する盲目的自信）

戦略的な標準化とIT活用

（形式知化・リファレンスと時間・システムの経済）

インフラ機能 カスタマーサクセス産業が脆弱 カスタマーサクセス産業のエコシステム

ビジネスモデル モノ中心のパラダイム
（静的・個別最適、製品ビジネス、売り切り：交換価値）

スケールフリーネットワーク型のパラダイム
（動的・全体最適、サービスビジネス、ライフサイクル全体：使用価値）

戦略シナリオ 現場が強い（現場丸投げ） メガトレンドを踏まえた全社戦略

ポートフォリオ
コングロマリットディスカウントと

イノベーションのジレンマ

徹底したポートフォリオ管理と企業変革力

国家

投資

無形固定資産投資の軽視

（自社売上最大化主義により協調領域、

カスタマーサクセス機能に投資が回らない）

無形固定資産投資重視

（エコシステム、協調領域、カスタマーサクセス機能）
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インベストメントチェーンの視点から投資家と企業の認識ギャップや各階層での問題点を明らか

にすることが重要となる

製造業を取り巻く周辺産業の課題
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Made with Japanと似たコンセプト

Made in Europe

出所：The European Factories of the Future Research Association (EFFRA) ” MADE IN EUROPE The manufacturing partnership in Horizon Europe - Strategic Research and Innovation Agenda (SRIA)”
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欧州委員会によるデジタル関連政策のタイムライン

海外各国における産業政策 欧州

2022/11/16 デジタルサービス法発効

2022/11/10 EUのサイバー防衛政策に関するコミュニケーション

2022/11/1 デジタル市場法（The Digital Markets Act）発効

2022/9/19 単一市場緊急措置法

2022/9/15 新サイバー・レジリエンス法

2022/7/1 EU域内の旅行者を対象とした新しいローミングルール

2022/5/11 子供のためのより良いインターネットのための新たな欧州戦略

2022/2/23 EUデータ法

2022/2/15
宇宙交通管理のためのEU戦略

安全保障・防衛技術に関するロードマップ

2022/2/8 欧州チップ法

2022/1/26 デジタルの権利と原則に関する宣言

2021/11/18 新たな課題に対応する競争政策に関するコミュニケーション

2021/9/23 欧州委員会、電子機器用の共通充電器を提案

2021/9/16 デジタル10年への道（デジタルコンパス）

2021/6/3 信頼できる安全な欧州のデジタルIDのための枠組み

2021/5/5 EUの産業戦略更新版

2021/4/21 人工知能における卓越性と信頼性のための新たな規則と行動

2021/3/9 欧州デジタルの10年： 欧州委員会、2030年までにデジタルで強化された欧州を実現するための道筋を示す

2020/12/16 EUの新サイバーセキュリティ戦略

2020/12/15 デジタルサービス法およびデジタル市場法（Digital Markets Act）が提案される

2020/12/1 加盟国、デジタル・プラットフォームに関する新たな税制上の透明性ルールに合意

2020/9/24 デジタルファイナンス戦略、暗号資産とデジタルレジリエンスに関する立法案を含むデジタルファイナンス・パッケージ

2020/6/17 外国からの補助金に関する競争条件の公平化に関する白書

2020/3/10 新たな産業戦略

2020/2/19 欧州のデジタルの未来を形作るためのアジェンダ、データに関する戦略、人工知能に関する白書の発表

https://commission.europa.eu/strategy-and-policy/priorities-2019-2024/europe-fit-digital-age_en
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欧州委はグリーンとデジタルを両翼とする産業政策を2020年に発表、コロナ禍を受けて2021

年に更新版を提示。

海外各国における産業政策 欧州

◼発表された「欧州新産業戦略」をまとめた政策文書では、（1）欧州産業の競争力の維持、（2）「欧州グリーン・

ディール」が掲げる2050年までの気候中立の実現、（3）「欧州デジタル化」への対応、が3本柱に挙げられている。

◼気候変動およびデジタル化に関しては、「グリーンへの移行（Green Transition）」「デジタルへの移行（Digital 
Transition）」というキーワードを用いて、両課題への企業のスムーズな適応を促すための諸政策を挙げている。

◼更新版では、国際的なバリューチェーンの混乱を教訓に、戦略上懸念されるEU域外への依存に対する対応が必要だ

としたうえで、2つのTransitionについても加速させるとしている。

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/03/389d30ebaafe0851.html

2つのTransition加速のための取り組み
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EUでは欧州デジタル戦略と欧州データ戦略で検討された方向性に基づいて検討の推進・更

新を実施している。

海外各国における産業政策 欧州

https://www.jst.go.jp/crds/sympo/20200928/pdf/07.pdf
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欧州デジタル戦略（Shaping Europe’s Digital Future）では下記3つの柱を提示

海外各国における産業政策 欧州

https://www.jst.go.jp/crds/sympo/20200928/pdf/07.pdf
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翌2021年には「Europe’s Digital Decade: digital targets for 2030」（デジタルコンパス）

を発表。

海外各国における産業政策 欧州

◼デジタル化の具体的な数値目標や目標達成のための枠組みを設定。

◼目標達成に遅れの見られる加盟国に対しては、勧告を出すだけなく、技術支援を提供。

○デジタルリテラシーの向上と高度デジタル人材の育成

• 成人（16～79歳）の80％が基礎的なデジタル技術を取得（現状は58.3％）

• 情報通信技術（ICT）専門人材を2,000万人に拡大（現状は780万人）

○安全・高性能・持続可能なデジタルインフラの整備

• 全家庭にギガビット通信を接続（現状は59％）、全ての居住地域で第5世代移動通信システム（5G）を提供（現状は14％）

• 次世代半導体のEU域内生産の世界シェア20％以上（現状は10％）を目指すなど、域内生産の拡大

• 気候中立に対応した高セキュリティーなエッジノード（注）を1万台配備し、域内のあらゆる地域のビジネスに対してデータサービスへの遅延の

ないアクセスを保証（現状は配備なし）

• 2030年までに量子情報処理技術で世界をリードするために、2025年までにEU初となる量子コンピュータを導入

○ビジネスのデジタル技術活用

• 域内企業の75％がクラウドサービス（現状は26％）、ビッグデータ（現状は14％）、人工知能（AI、現状は25％）などの技術を活用

• 域内中小企業の90％以上が最低限の基礎的デジタル技術を活用（現状は61％）

• EUのユニコーン企業（企業価値10億ドルを超えるスタートアップ企業）を250社に倍増（現状は122社）

○公的サービスのデジタル化

• 全ての主要な公的サービスをオンラインで利用可能に

• 全てのEU市民が電子医療記録にアクセス可能に

• 80％のEU市民がデジタルIDを利用

https://www.jetro.go.jp/biznews/2021/03/a5a74fb48dd9c77c.html
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欧州共通利益に適合する重要プロジェクト（IPCEI）では、複数の政策に共通して重視され

るテーマについて大きな予算をつけてプロジェクト化する取り組みを実施。

海外各国における産業政策 欧州

◼欧州グリーンディール、欧州デジタル戦略、デジタル次の10年、新産業戦略とその更新、欧州データ戦略、次世代の

欧州連合基金といった主要な政策に共通して重視されるプロジェクトをIPCEI（Important Projects of Common 

European Interest）として定義。中小企業が本取り組みに参画することも意図されている。

◼プロジェクトの利益は、企業または関連するセクターに限定されてはならず、プラスの波及効果（バリューチェーンの複

数のレベルに体系的な影響を与えるなど）を通じて、連合内の経済または社会に広く関連し、適用されるものである

ことが採択基準で定義されている。

◼さまざまなステークホルダー間での「協力的相互作用」が想定されており、さまざまな加盟国における大企業と新興企

業を含む中小企業との間の協力が期待され、独立した民間投資家による貢献も基準に含まれている。

◼これまで、マイクロエレクトロニクス、バッテリー、水素産業がプロジェクトとして採択されている。
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Horizon EuropeはEUにおける主要な研究・イノベーション支援プログラムであり、起業支援や

事業創造支援の受け皿としても機能している。 2021年5月時点の予算は955億ユーロ。

海外各国における産業政策 欧州

https://www.jst.go.jp/crds/sympo/20200928/pdf/07.pdf
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Horizon Europeでは産業政策実現のためのパートナーシップ戦略を推進。

海外各国における産業政策 欧州

◼ハイパフォーマンスコンピューティング、主要デジタル技術、スマートネットワークとサービス、人工知能・データ・ロボティクス、

フォトニクス、クリーンスチール、計測、宇宙などの分野でのパートナーシップを検討。
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欧州委は「2022年欧州標準化のための事業計画」を発表。優先分野を定義している。

海外各国における産業政策 欧州

◼ 欧州委は「欧州グリーン・ディール」や「欧州のデジタル化」といったEUの政策に沿ったかたちで、欧州規格の迅速な策定を目指す。

◼ 発表された2022年欧州標準化のための事業計画で選定された優先分野は以下のとおり。

⚫ 欧州グリーン・ディール、欧州のデジタル化、単一市場の強靭化に関連した既存の規格の見直し

⚫ 新型コロナウイルス用ワクチンと医薬品の生産

⚫ 重要な原材料（バッテリーおよびバッテリー廃棄物）

⚫ 気候変動に適応したインフラとその資材としての低炭素セメント

⚫ 水素技術とその関連部品

⚫ 水素の輸送と貯蔵

⚫ 半導体の安全性・真贋（しんがん）・信頼性の認証に関する規格

⚫ データスペースにおけるスマートコントラクト（契約の条件・執行内容を事前に設定したプログラムによる取引プロセスの自動化）

◼ 欧州標準化制度においては、官民パートナーシップを基にした3つの欧州標準化機関（欧州標準化委員会（CEN）、欧州電気標

準化委員会（CENELEC）、欧州電気通信標準化機構（ETSI） ）が中心的な役割を担っているが、近年は、EU域外を本拠地と

する大企業の過剰な影響力が問題視されている。この改正案では、欧州標準化機関のガバナンスを強化し、欧州規格の重要な決
定に関しては、各ステークホルダーを含むEUおよびEEA（欧州経済領域）加盟国の標準化当局が行うとしている。

◼ さらに、今回の戦略では、国際的な規格の策定におけるEUの主導権を向上するために、EUと加盟国の標準化当局との協力を強化

するとしている。そのために、EUにとって国際的に重要な優先分野を選定し、こうした分野でのEUと加盟国の政治的な調整を行うハイ

レベル会議を開催するとしている。

◼ なお、欧州中小企業連合会（SMEunited）も声明を発表して戦略案を歓迎。特に、中小企業にとってはデータへのアクセスが重要

で、規格が相互運用やデータへのアクセスが技術的にできることを保証する必要があるとしている点、中小企業も意思決定の場に参

加できるようにすべき点、産業界全体で規格の実装を推進するために、中小企業には財政的支援や支援スキーム（自国言語での

規格や中小企業向け価格設定スキーム、職業教育・訓練等）が必要だという点を主張している。

https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/02/ac13ca95a8fc9ec0.html

https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/02/e3557dfa5a80e87b.html
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EUの政策的な指針やコンセンサスを実現するための公的な標準化機関としてCENや

CENELICが存在。

海外各国における産業政策 欧州

◼ 「標準で協調し、実装で競争する」というのが基本姿勢とされる。

◼ 製造業関連では、Mechanical and Machines領域でアジャイルマニュファクチャリング等のテーマが検討されている。

CENの対象領域

CENELICの対象領域

Mechanical and Machinesの検討テーマ例
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欧州では標準化人材の拡大等ビジネスとしての注力度合いが高いが中国も追い上げている

海外各国における産業政策 欧州

◼ 標準化をビジネスで活用するには、ビジネス戦略の中で標準化をビジネスツー

ルとして使う「標準化ビジネス戦略専門家」と、国際交渉の場で自陣営の規

格を国際標準として成立させる「標準化交渉専門家」の2種類の人材が必

要。

◼ 日本では標準化交渉専門家は企業のシニア層に依存。日本産業標準調

査会（JISC）の調査によると、国際標準化機構（ISO）や国際電気標準

会議（IEC）の標準化会議出席者は、中国では60%、韓国では45%が50

歳未満の若い世代であるのに対し、日本では95%が50歳以上のシニアだった

◼ 欧州最大のSGS（スイス）と日米の機関の人員規模を比較すると、米国最

大の認証機関であるULでも15%程度、日本を代表する認証機関である日

本品質保証機構（JQA）では1%程度

◼ 欧州の認証機関は21世紀に入り、さらに規模を拡大。認証をビジネスとする

だけでなく、認証を実施するための規格の作成にも積極的に関与し、ISOや

IECの国際会議にも数多く参加。認証機関発の規格も多く、規格作りからそ

の認証まで、適合性評価という行為全体をビジネス化している。

◼ 大学や大学院での標準化に関する教育不足は世界に共通する課題だ。この

面では標準化専門の大学をいくつも持つ中国が別格

◼ 標準化の人材問題で本当に重要なのは、標準化を知るビジネス人材の育

成。日本企業における標準化の価値に対する認識は経営層など幹部ほど低

い。使い勝手の良い若手人材を標準化活動に充てず、標準化を知るビジネ

ス人材の育成をおろそかにしている。（江藤学・一橋大学教授）

https://www.nikkei.com/article/DGKKZO58959870Q2A310C2KE8000/
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国際的な野心を持つ中小企業のための世界最大のサポートネットワークであるEnterprise 

Europe Network (EEN) は、ビジネスの革新と国際規模での成長を支援。

海外各国における産業政策 欧州 中小企業向け施策

◼ 商工会議所、地域開発機関、大学および研究機関、イノベーション機関等がメンバーとして参画。

◼ 各メンバー組織のネットワーク エキスパートのチームは、企業にパーソナライズされたサービスを提供。

◼ EU の資金調達と金融商品に関するガイダンスを提供し、EU の資金調達と公的金融商品へのアクセスを推進するサービスも提供。

⚫ ホライゾンヨーロッパ、ヨーロッパ地域開発基金（ERDF）等への接続も可能。

◼ 日欧産業協力センターは日本におけるEENのコンタクトポイントであり、欧州企業や研究機関とのマッチングサービスを提供している。

https://een.ec.europa.eu/about-enterprise-europe-network
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EIT Manufacturingは欧州イノベーション技術研究所に属するコミュニティであり、マッチング等

を通じてHorizon EuropeのPJT組成や事業創造支援などの活動を実施。

海外各国における産業政策 欧州 中小企業向け施策

◼ トップクラスの産業パートナー、地域全体の主要な学術機関や研究機関、革新的なスタートアップ、スケールアップ、中小企業の成長

するネットワークを結集する。KUKAやP&G等の大手企業、フラウンホーファー等の研究機関がメンバーとして参画。

◼ フレキシブルな生産システム、グリーンマニュファクチャリング、革新的な製造エコシステム、人とマシンの協働等の4つの重点領域を設定

して活動。

https://www.eitmanufacturing.eu/what-we-do/focus-areas-flagships/
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データスペース×製造業の新たな取り組みとしてManufacturing Xが推進されている。

海外各国における産業政策 ドイツ

◼分野横断的なイニシアチブであるManufacturing-Xは、DataSpace Industrie 4.0を実装。

◼本枠組みの中には中小企業も組み込むべきであることがホームページ等で強調されている。
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Manufacturing-Xでは3つのビルディングブロックが検討されている。

海外各国における産業政策 ドイツ

◼ データスペース構築に関してはデータスペースの観点（旗艦プロジェクトやユースケースの実施、同期化プロジェクトの実施）、変革の観

点（トランスフォーメーションハブの運営、変革マネジメント）、コミュニティ構築（ガバナンス）の3つのブロックを想定。

⚫ Synchronisation Projectは、プロジェクト間の相互運用性、自律性、持続性を確保するための、技術・法・経済・政治的観点での適合性の担保

を実現するためのプロジェクト。

⚫ トランスフォーメーションハブは、Manufacturing-Xを産業界に広く適用することを支援。特にフラッグシッププロジェクトやユースケース、そして各主要産

業やセクターのターゲットとなる中小企業に対して、Manufacturing-Xコミュニティ内の仲介役として機能する。

◼ Manufacturing-X ガバナンスの一環として開発される中心的なトピック領域 この種の組織的枠組みが、対話のプロセスの中で、幅

広い合意に基づいて取り組み、開発しなければならない中心的なトピック領域には、全体戦略とロードマップ、システムアーキテクチャと

標準、普及移転と拡大、認証と運用戦略、国内および国際ネットワーク、マーキングと広報作業、実行可能なオープンソースリポジト

リなどがあります。このイニシアティブの将来の組織構造は、現時点では少なくとも将来の発展の出発点を示している以下のタスクを
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ドイツサーキュラーエコノミーイニシアティブ（CEID）は「ドイツ循環型経済ロードマップ」の中で、

ドイツを政治的・経済的パートナーとして位置づける「Made with Germany」を提唱。

海外各国における産業政策 ドイツ

◼ ドイツは国際的に知られた製造拠点であり、競争力や原材料の生産性、地域的付加価値を高め、質の高い雇用を創出しつつ、デジタル製品（Industrie
4.0）のみならず、循環型製品（循環型経済）を備えた産業の拠点としての将来を確保するうえで、他のどの国よりも有利な立場にあるとしており、政策

立案者は新型コロナウイルスに対する景気刺激策を活用して、こうした変化を大きく加速させることができるとする。

◼ ドイツを循環型経済へ変換させることの利点として、下記3つを挙げている。

① 「Made in Germany」から、ドイツ企業との信頼できる協調的活動による資源生産性の高い、高品質の循環型製品ソリューションのシンボルとしての

「Made with Germany」へと移行することで、ドイツを政治的および経済的パートナーとして前進させる新しいバリュープロポジション

② 収益性の高い循環型経済ソリューションの世界有数の輸出国としてのドイツ産業の国際的な再位置付け

③ XaaSを介した循環型ビジネスモデルと再利用/再製造/リサイクルなどの構造に焦点を絞ったドイツ産業のリブランディング

◼ 同資料では、今後の取り組みとして下記を挙げている。

1. 循環型経済イニシアティブ・ドイツの提言を、廃棄物防止、リサイクル、資源消費全体に関する具体的かつ補完的な目標を含む、ドイツの統合

的かつ包括的な循環型経済戦略に盛り込む

2. 高能力かつ学際的な専門家諮問委員会が監督する最高レベルの施策実施の部門間調整を確立する

3. 効果的かつ実際のパイロットプロジェクトの実施（例：トラクション・バッテリーのワーキンググループが策定するプロジェクト概要（「バッテリー寿命の

知識」、「モデルベースの意思決定プラットフォーム」および「解体ネットワーク」））

4. 具体的なビジネスモデルの探求、試行、拡大（循環型経済施策の定量化を最適化する、より質の高い循環型戦略と使用・結果重視のビジネ

スモデルの実現）

5. 環境・経済・社会的影響に関するマクロ経済・事業レベルでの循環型経済施策の定量化の最適化、気候・資源最適化の経済意思決定を支

援するための炭素価格と税制の見直しの効果の分析、

6. ドイツ循環型経済イニシアティブで始まった他の欧州イニシアチブ、科学アカデミー、研究ネットワークとのネットワーク強化

7. 他の（欧州の）イニシアチブと密接に協力しながら、さらなる機能分野（建物とインフラ、食品、農業と林業、繊維と衣類、電気製品など）に

対する深い洞察を生み出すために、ドイツ循環経済イニシアチブと同様の主導的プロジェクトをさらに実施すること。
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LNI 4.0は中小企業向けにインダストリー4.0関連PJTの立ち上げ・テストを支援する取り組み。

海外各国における産業政策 ドイツ 中小企業向け施策

◼ LNI 4.0は、多くの研究施設との基づくCentre of Competenceやテストインフラへの適切なアクセスの支援、ユース

ケースから適切なテストプロジェクトを定義するためのワークショップ開催、アイデアの技術的実現可能性等に関するテ

スト、テスト結果を用いた標準化への取り組み等を実施している。

⚫ Centre of Competence（CoC）とは、「戦略的に重要な分野における学術界と産業界の構造的かつ長期的な研究・イノ

ベーション（R&I）連携であり、公的セクターとの頻繁な交流があるもの」と定義されている。

◼ LNI4.0はPlattform Industrie4.0および Standardization Council Industrie4.0(SCI4.0) の両方と協力。3つの組

織の協力により、戦略と構想、テストと標準化の迅速なプロセスが保証される。
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LNI 4.0はドイツ全体に多くのテスト施設を整備しており、フラウンホーファーを始めとしてKUKA、

シーメンス、SAP、IBM等著名な企業とのパートナーシップを結んでいる。

海外各国における産業政策 ドイツ 中小企業向け施策
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中小企業のデジタル化推進を目的とした公的支援の一つとして、ミッテルシュタント・デジタル

が挙げられる。

海外各国における産業政策 ドイツ 中小企業向け施策

◼ ミッテルシュタント・デジタルとはドイツ連邦経済エネルギー省（BMWi）が支援する助成イニシアチブの名称であり、研究・コンサルティ

ング機関であるWIK GmbH9（インフラストラクチャー及びコミュニケーション・サービス科学研究所）がBMWiの委託を受け、同イニシア

チブの評価及び学術的指導を行っている。

◼ 中小企業が自らデジタル化を促進することは困難であり、中小企業には自社の設備やサービスをどうデジタル化と結びつけられるかに

ついて、より積極的に施策を練ってもらうために、まずデジタル化の可能性について情報を提供することが大切であるとしている。

◼ 情報提供を含む中小企業向けの無料のデジタル化支援業務を行う窓口となっているのは、国内26カ所に設置されたミッテルシュタ

ント4.0研究教育拠点である。ミッテルシュタント・デジタルは、既に5万社ほどの中小企業と接触している。

◼ 運営機関であるWIK GmbHの関係者によれば、中小企業経営者にわかりやすい言葉でのコミュニケーションを、既存のネットワーク

を駆使しながら進めていくことが肝要であるとしている。

⚫ 中小企業経営者に分かりやすい言葉で彼らと対面し、商工会議所や各地の経済団体など既存のネットワークを駆使しながら

情報を発信している。中小企業をサポートするのに、言葉は特に重要であり、理解を進められるように可能な限り簡単な言葉を

選ぶようにしている。新しい技術が良いものだと解ってもらえれば、彼らはビジネスチャンスのためにデジタル化に邁進する。支援対

象となる中小企業は、業務のデジタル化を始めようとしているか、または始めたばかりという企業。問合せは年々増えている。

◼ また、デジタル化に向けた問題はいくつかあるが、中でも一番大きな問題は、専門的な人材の不足であるとしている。

⚫ 中小企業の多くが大都市ではなく地方にあることも、インターネット接続の欠如や人のリソース不足の観点からデジタル化を遅ら

せる要因になる。もう一つの問題として時間・資金・人のリソースの問題が挙げられる。日々の業務で手一杯という状況にあるこ

とが多いが、だからこそ、全てを一度にではなく本当に小さなことからスタートできるということを伝えていく必要がある。最後に経

営者や従業員の意識改革も急務である。

出所）情報通信白書
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ミッテルシュタント・デジタル施策の一貫として、国内26箇所のthe Mittelstand 4.0 Centres

of Excellence」を設立し、中小企業のデジタル化を支援。

海外各国における産業政策 ドイツ 中小企業向け施策

◼ Mittelstand 4.0 Centres of Excellenceは、デジタルに関するあらゆる事柄について中小企業を支援するために設立。自社で検討

することが難しい中小企業が、デジタル化の取り組みを評価し、個々のニーズに合わせたロードマップを作成し、具体的なアクションを実

行できるよう支援する。国内に26拠点が存在し、利用は無料。

◼ このセンターの大きな特長はすべての学習とデモンストレーションが実際の企業をモデルにしている点であり、企業の経営幹部は、デジタ

ル技術によって自社の業務がどのように変化するかをリアルに実感することができる。また、生産管理ソフトウェアなど、企業が独自に開

発した技術ソリューションをテストするためのデモ工場も用意されている。

◼ センター・オブ・エクセレンスは、デジタル製造、新技術のセキュリティ関連、新技術のテストなど、デジタルに関するあらゆる事柄について、

企業の地域窓口としての役割を担っている。これらの一般的な問題に加え、各センターは、IT法、デジタル・ビジネス・モデルの構造、特

定のセクターや企業タイプに特化したデモンストレータなど、独自の専門的な取り組みを行っている。

出所）SMEs Digital Strategies for the digital transformation
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バイデン政権は市場への介入とも言われる産業政策を重視。

海外各国における産業政策 米国

出所：経済産業省 『経済産業政策の新機軸』
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2022年10月に公表されたNational Strategy for Advanced Manufacturingでは、先進

的な製造業における米国のリーダーシップのビジョンを提言している。

海外各国における産業政策 米国

◼各省庁の科学技術政策の情報集約・調整の場である国家科学技術委員会（National Science and 
Technology Council：NSTC）の小委員会であるSubcommittee on Advanced Manufacturingにより作成。

◼ (1) 先進製造技術の開発と導入 (2) 先進製造業の人材育成 (3) 製造業のサプライチェーンと生態系への回復力の

構築、の3つの目標を達成するための今後4年間で11の戦略目標と37の技術・プログラム勧告が特定されている。

出所）NATIONAL STRATEGY FOR ADVANCED MANUFACTURING Executive Summary
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米国では多くの機関において製造業の研究開発活動のポートフォリオに投資を実施。

海外各国における産業政策 米国

◼ 先進製造業に関するNSTC小委員会に参加する各省庁は、先進製造業研究開発における政府の投資を調整し最適化するために、政権を越えて活動。

◼ 連邦政府のプログラムは、製造企業、特に中小企業への技術開発・移転の促進に成功している。これらのプログラムには、Manufacturing USA Institute、

NIST MEP、DOEのManufacturing Demonstration Facilities and Embedded Entrepreneurship program、NSFのFuture Manufacturing 

Programなどがある。さらに、DOC、DoD、DOE、HHS、NASA、NSF、EPA の SBIR／STTR プログラムは、製造業の研究開発に起業家支援を提供。

出所）NATIONAL STRATEGY FOR ADVANCED MANUFACTURIN
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商務省傘下のインスティテュートの全国的ネットワークであるマニュファクチャリングUSAは、

アドバンスドマニュファクチャリングに関する活動を実施。

海外各国における産業政策 米国

◼ マニュファクチャリングUSAの運営管理はNIST内のAdvanced 

Manufacturing National Program Office（AMNPO）が実施

◼ マニュファクチャリングUSAは商務省（DOC）、国防総省（DOD）、エネ

ルギー省（DOE）が、研究所の設立や先端製造技術の研究・開発・商

品化の促進のために共同で10億ドルを出資。

◼ 応用研究開発技術開発プロジェクトに協力する複数の組織との大規模な

コラボレーションに重点を置いており、それらを通じて将来の製造能力を構築

し、必要な労働力を確保すべく活動している。

◼ 2021年には、2,300を超えるさまざまなパートナー、700を超える主要な応用

研究開発プロジェクトを支援し、90,000人を超える人々に高度な製造労

働力の開発とトレーニングを提供。州、連邦、業界の基金から 4 億 8,000 

万ドルがこれらの活動を支援。

◼ MEPは、全米50州とプエルトリコにセンターを持つ官民パートナーシップで、

385以上のMEPサービス拠点で1,400人以上のアドバイザーや専門家が、

メーカーと協力してコスト削減、効率改善、次世代の人材育成、新製品の

開発、新規市場の開拓などを実施。主に中小製造業（SMM）を対象に、

利用可能な技術やビジネス手法の展開に重点を置いている。

https://www.manufacturingusa.com/about-us

インスティチュートの例（繊維、付加製造、ロボティクス等）
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Manufacturing USAに属するインスティテュートは16存在し、共同研究を実施。2,320メン

バーのうち6割程度が製造業者で、そのうち7割が中小企業となっている。

海外各国における産業政策 米国

◼各インスティテュートとそのメンバー組織は、それぞれのアドバンスドマニュファクチャリング技術の分野において、競争前の

応用研究開発プロジェクト（R+D）を共同で実施。これらのプロジェクトは、業界全体に広く適用できる可能性を持

つ製品やプロセスの革新につながり、米国の製造業が世界的な競争においてリーダーシップを発揮できるとする。

◼各研究所は、技術のアプリケーションをテストし、資本集約的なインフラを共有し、今日の製造業と明日の製造業に

必要なスキルを持つ労働力を開発するためのトレーニングプログラムを作成している。

各地のインスティテュート 参加組織の構成

出所）Manufacturing USA Highlights Report 2022
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Made with Japanの構成要件に対する欧州・米国の対応状況は以下のとおり。

海外各国における産業政策

区分 具体的な要素 欧州 米国

横断的取り組み
• 下記要素を包含する

取り組み

• 欧州データ戦略・デジタル戦略・新産業戦略等で製造業以外も含

めた大方針を策定
• 下記観点のほとんどをカバーする取り組みを目的としたEU内での製

造業パートナーシップとしてMade in Europeを整備
• ドイツではMade with Germanyを提唱

• 米国製造業の再活性化と国内サプライチェーンの強靭化をトップイ

シューとした予算教書を受け、商務省等の各省庁が方針を策定
• NSTC内のSubcommittee on Advanced Manufacturing では、

(1)先進製造技術の開発と導入 (2)先進製造業の人材育成 (3) 

サプライチェーンとエコシステムのレジリエンスの構築の3つを柱とする

計画管理

（本社）

• 全体アーキテクチャ設計
• 計画連携とサプライチェーン

統合計画
• トータルリソースマネジメント
• MBSEと自律学習・

インテリジェント化

• 欧州新産業戦略等にてグローバルサプライチェーンの強靭化（EU外

への依存改善含む）やグリーンへの移行について定義

• 商務省（DOC）、国防総省（DOD）、エネルギー省（DOE）は

Manufacturing USAを通じてAdvanced Manufacturingに関する

各種研究テーマへの投資を実施
• Manufacturing USAに属するインスティテュートを通じた共同研究に

より最新技術の開発を行っている

現場マネジメント

• データ統合・マネジメントと

トレサビ
• 設計・製造の形式知化と

継承支援
• 製品・設計監理（PLM・

MBD）
• 工場全体の制御システム

高度化

• 欧州データ戦略でのData Space構想に基づき、Manufacturing-X

はDataSpace Industrie 4.0を検討
• Horizon EuropeやEIT Manufacturing等の取り組みにおいて

Advanced Manufacturingや製造エコシステム等の個別テーマの検

討プログラムを実施

• 商務省（DOC）、国防総省（DOD）、エネルギー省（DOE）は

Manufacturing USAを通じてAdvanced Manufacturingに関する

各種研究テーマへの投資を実施
• Manufacturing USAに属するインスティテュートを通じた共同研究に

より最新技術の開発を行っている

現場

• 設計支援ツール（CAD、XR）
• 製造実績のモニタリング

（4Mとの紐づけ）
• 自動化・フルターンキー

（ラインビルディング）

• Horizon EuropeやEIT Manufacturing等の取り組みにおいて

Advanced Manufacturingや製造エコシステム等の個別テーマの検

討プログラムを実施

• 商務省（DOC）、国防総省（DOD）、エネルギー省（DOE）は

Manufacturing USAを通じてAdvanced Manufacturingに関する

各種研究テーマへの投資を実施
• Manufacturing USAに属するインスティテュートを通じた共同研究に

より最新技術の開発を行っている

基盤

• 契約・知財マネジメント
• 標準化とファイナンス
• 人材バンク・マッチング
• データ連携基盤

• 欧州データ戦略でのData Space構想に基づき、Manufacturing-X

はDataSpace Industrie 4.0を検討
• 標準化領域では欧州標準化戦略を策定し、優先領域を定義
• 欧州デジタル戦略やデジタルコンパスにおいて、デジタルスキルの目

標を定義。欧州スキルアジェンダやDigital Education Action Plan

により具体的な行動計画やフレームワークを策定
• ミッテルシュタント・デジタルやLNI4.0等で中小企業のスキルアップを

目的とした取り組みを実施
• EIT Manufacturingのskills.moveによる教育・認定、ESCOによる

マッチングを実施

• 全米に展開する官民パートナーシップであるMEPでは特に中小企業

向けに現在利用可能なテクノロジーの活用やビジネス事例の開発・

適用等の取り組みを実施
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欧州・米国ともに、方針策定と基盤部分は具体性の高い内容を示しつつ、個別の検討テーマ

については研究組織発のプログラムに対する予算を通じて支援を行っている。

海外各国における産業政策 まとめ

◼欧州では欧州データ戦略、欧州デジタル戦略、新産業戦略、デジタルコンパス等で大方針を提示。

米国では国家科学技術委員会（NSTC）の小委員会であるSubcommittee on Advanced Manufacturingや

予算教書等で大方針を提示し、それを受けて各省庁が具体的なプランを検討。

◼標準化、人材育成、人材バンク・マッチング、データ連携基盤等の共通領域の取り組みについては特に欧州において

活発であり、米国においてはManufacturing USAのインスティテュート（研究機関）を通じて実施している。

特に中小企業を巻き込んだ体制構築やスキル向上についてはいずれも重視。

⚫ 欧州では標準化戦略の策定および実行組織による推進を欧州委員会レベルで策定して実施。

⚫ データ連携基盤については欧州データスペース戦略に基づくManufacturing-Xの取り組みにおいて推進。

⚫ 中小企業に対しては検討能力の不足をカバーする専門家への相談機能や、スキル向上のためのプログラムの提供、グローバル

大企業とのマッチングや共同研究の推進等、複数の観点からインクルージョンを進めている。

◼個別の技術への検討については欧州・米国いずれも検討のための予算とテーマの方向性のガイドを用意したうえで、

研究機関・組織が検討する各種プログラムへの支援の形で検討を進めている。
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中国の産業政策は「中国製造2025」がベースとなっていたが、「国民経済・社会発展第14次

五ヵ年計画と2035年までの長期目標要綱」（以下、「要綱」）に継承されたとみられる。

海外各国における産業政策 中国

◼ 2021年3月に全国人民代表大会において「国民経済・社会発展第14次5カ年計画（2021～2025年）と2035年までの長期目

標要綱」が採択されたが、そのなかで「中国製造2025」への言及がなく、5ヵ年計画の製造業パートへ継承されたものとみられる。

出所）平成２９年度製造基盤技術実態等調査

「中国製造2025」の概要
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「要綱」では、イノベーション、協調、グリーン、開放、共有からなる新しい発展理念や実現のた

めの方策が示されている。

海外各国における産業政策 中国

◼ 2010年頃から、中国は少子高齢化の進行と農村部における余剰労働力の枯渇を受けて労働力不足の段階に入っており、生産性の上昇による成長への

転換が求められている。その中で「イノベーション」が注力領域の筆頭となっている。

◼ 国家イノベーション・システムを整備し、国家実験室がリードする戦略的科学技術力の構築を加速させ、核心技術における優位性の確立に注力し、基礎

研究10ヵ年行動計画を策定・実施する。具体的には、人工知能、量子情報、集積回路、生命・健康、脳科学、生物育種、航空・宇宙科学技術、地

底・深海などのフロンティア分野において、将来を見据えた重要な科学技術プロジェクトを実施することが提案されている。また、企業の技術革新能力を高

め、人材の育成に力を入れ、その能力が発揮できるように、イノベーションの体制を整える。

◼ さらに、デジタル産業の発展と他の産業のデジタル・トランスフォーメーションを同時に進める。デジタルの基礎技術であるクラウドコンピューティング、ビッグデータ、

IoT、インダストリアル・インターネット、ブロックチェーンや、デジタル技術を応用したスマート交通、スマート・エネルギー、スマート製造は有望な成長分野となる。

第14次五ヵ年計画における経済社会発展の主な目標

出所）始動する中国における第14次五ヵ年計画― 「質の高い発展」を目指して ―（RIETI)

https://www.rieti.go.jp/users/china-tr/jp/210415kaikaku.html
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「要綱」を貫徹して実施し、スマート製造の発展の推進を加速するための計画として「第14次

5ヵ年計画 スマート製造発展計画」を発表。

海外各国における産業政策 中国

◼ スマート製造に対する課題意識として、「製造業の供給と市場の需要との一致性は低く、産業チェーンやサプライチェーンの安定は挑

戦に直面し、資源と環境要素が制限されてひっ迫する等の問題は突出している」としており、イノベーション能力や専門人材の不足が

その背景にあると認識している。

◼ 全体的な指導思想として、「発展と安全を統一的に計画し、次世代情報技術と先進的な製造技術の深い融合を主なラインとし、

スマート製造プロセスを深く実施し、イノベーション能力、供給能力、支持能力、応用レベルを着実に向上させ、スマート製造の発展エ

コシステムを加速的に構築し、製造業のデジタル化への転換、ネットワーク化への共同、スマート化の変革を継続して推進し、製造業

の高品質な発展を促進し、製造強国の建設を加速させ、デジタル経済を発展させ、国際競争力の新たな優位性を構築するため、

有力なサポートを提供する」としている。

◼ 基本原則として、①イノベーションドライブの堅持、②市場による主導の堅持、③融合と発展の堅持、④安全かつ管理可能であるこ

との堅持、⑤システムの推進の堅持、の5つが挙げられている。

⚫ ①：科学技術の自立と強化をスマート製造が発展するための戦略的支持とし、産学共同研究によるイノベーションを強化し、鍵となる中核技術と

システム集積技術を確実に突破する。企業、大学、科学研究所等の組織の連合体を支援し、技術、プロセス、設備、ソフトウェア、管理、モデルの

イノベーションを発展させ、中核的競争力を向上させる。

⚫ ②：市場の資源配置における決定作用を十分に発揮し、企業のスマート製造を発展することにおける主体的な地位を強化する。政府の戦略計画

による牽引、標準法規の制定、公共サービス供給の方面での作用をさらに発揮し、良好な環境を作り出し、各市場の主体における動きを活発化さ

せる。

⚫ ③：学問分野や業界分野を超えた提携を強化し、次世代情報技術と先進的な製造技術の深い融合を推進する。トップ企業の牽引作用を発

揮し、産業チェーンとサプライチェーンの深い相互関連と、強力と賛同を推進し、川上と川下の企業のスマート製造レベルを同時に向上させることに

より、大・中・小企業のスムーズな発展を実現する。

⚫ ④：ベースラインの思考を強化し、スマート製造のイノベーション発展の全プロセスを安全かつ管理可能に貫く。安全とリスクの判断と対応を強化し、

スマート製造のデータセキュリティ、ネットワークセキュリティ、機能セキュリティの保障能力を迅速に向上させ、産業チェーンとサプライチェーンのリスクを

確実に防いでなくし、発展と安全の統一を実現する。

⚫ ⑤：新しい段階の新しい要求に焦点を当て、我が国の実際の状況に立脚し、地域や業界の発展の差異を統一的に考慮し、未来的思考、全局

面での画策、戦略的配置、全体的推進を強化し、地方、業界、企業の積極性を十分に発揮し、システムをレイヤに分けて分類し、スマート製造の

イノベーション的発展を推進する。

出所）「第14次5か年計画」スマート製造発展計画 NEDO北京事務所仮訳
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「スマート製造発展計画」ではデジタル化割合やパイロット工場数等の数値目標を設定。

重点ミッションの一つはイノベーションをネットワークから実現することを志向。

海外各国における産業政策 中国

◼ 主要な目標として、①転換とアップグレードの推進、②供給能力の増強、③基盤の構築の3つの観点で言及している。

⚫ ①：一定規模以上の製造業の企業の70%は基本的にデジタル化とネットワーク化を実現し、業界の発展を牽引する500以上のスマート製造パイ

ロット工場を建設する。製造業の企業の生産効率、製品良品率、エネルギー資源の利用率等を顕著に向上させ、スマート製造能力の成熟度レベ

ルを明らかに向上させる。

⚫ ②：スマート製造の設備と産業用アプリケーションの技術レベルと市場競争力を顕著に向上させ、市場満足度はそれぞれ70%、50%を超える。専

門レベルが高く、サービス能力が高いスマート製造システムのソリューションプロバイダを150社以上育成する。

⚫ ③：スマート製造のイノベーションキャリアと公共サービスプラットフォームを建設する。スマート製造の発展に適した標準体系とネットワークインフラを構

築し、200以上の国家、業界標準の制定と改定を完了させ、業界と地域に影響力があるインダストリアル・インターネットプラットフォームを120以上

構築する。

◼ 重点ミッションの1つめは「システムイノベーションを加速し、新しい動的エネルギーを強化、融合、発展させる」。

⚫ 学問や分野を超えて融合したイノベーションを推進し、鍵となり中核となるものとシステムの集積技術の戦いに勝ち、イノベーションネットワークを構築

して整え、イノベーション効果を継続して向上させる。

⚫ 鍵となり中核となる技術的テーマを強化する。設計、生産、管理、サービス等の製造における全プロセスに焦点を当て、設計シミュレーション、ハイブ

リッドモデル、連携の最適化等の基礎技術を確立し、応用付加製造、超精密加工等の先進プロセス技術を研究開発し、スマート検知、ニューマ

ン・ロボット・コラボレーション、サプライチェーンのコラボレーション等のジェネリック・テクノロジーを攻略し、人工知能、5G、ビッグデータ、エッジコンピュー

ティング等の産業分野における適応技術を研究開発する。

⚫ システム集積の技術開発を加速させる。設備、ユニット、職場、工場等の製造キャリアに目を向け、製造設備、生産過程における関連のデータ辞書

と情報モデルを構築し、生産過程における通用のデータ統合とプラットフォームや分野の業務を超えた相互接続技術を研究開発する。産業チェーン

とサプライチェーンに目を向け、企業を超えた多重情報源の相互作用とチェーン全体での連携の最適化技術を開発する。製造における全過程に目

を向け、スマート製造システムの計画と設計、モデルのシミュレーション、分析の最適化等の技術を獲得する。

⚫ 新しいイノベーションネットワークの建設を推進する。鍵となるプロセス、工作機械、デジタルツイン、工業スマート等の重点分野を中心として、業界の

トップ企業が大学、研究所、川上や川下の企業と連携し、製造業のイノベーションキャリアを建築することを支持する。研究開発機関のイノベーショ

ン発展メカニズムを奨励し、デジタル共有とプラットフォームの共同建設を強化し、共同でのイノベーションを発展させる。産業化を推進し、建設の段

取りを促進し、イノベーション成果の移転と転化を加速させる。試験や検証のプラットフォームを建設し、スマート製造設備とシステムの普及と応用を

加速させる。

出所）「第14次5か年計画」スマート製造発展計画 NEDO北京事務所仮訳
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重点ミッションの2つめでは、パイロット工場建設の推進や川上・川下一体となった検討、中小

企業のデジタル転換促進、業界ごとのロードマップ策定、地域のスマート化促進を標榜。

海外各国における産業政策 中国

◼ 重点ミッションの2つめは「応用を深化させて普及させ、転換とアップグレードの新たな方法を開拓する」。

⚫ 企業、業界、地域の転換とアップグレードの要求に焦点を当て、作業場、工場、サプライチェーンを中心としてスマート製造システムを構築し、多くの

シーン、チェーン全体、マルチレイヤでの応用模範を展開し、スマート製造の新しいモデルを育成して普及させる。

⚫ スマート製造のパイロット工場を建設する。次世代情報技術と製造の全プロセス、全要素の深い融合を加速させ、製造技術の突破とプロセスイノ

ベーションを推進し、精度の高い管理と業務フローの再構築を推進し、ユビキタス検知、データ一貫性、集積ネットワーク、ヒューマン・ロボット・コラボ

レーションおよび分析の最適化を実現し、スマートシーン、スマート作業場およびスマート工場を建設する。トップ企業が共同プラットフォームを建設する

ことを牽引し、川上と川下の企業が一緒にスマート製造を実施することを推進し、スマートサプライチェーンを作り上げる。各地方、業界がマルチシーン、

マルチレイヤでの応用パイロットを展開し、スマート化設計、ネットワーク連携製造、大規模カスタマイズ、共有製造、スマートメンテナンスサービス等の

新たなモデルを育成して普及させることを推奨する。

⚫ 中小企業のデジタル化への転換を推進する。中小企業のデジタル化への推進工程の実施を加速させ、中小企業の一般的な利用シーンに対し、中

小企業の需要に合うデジタル化製品とサービスを普及させる。特徴のある「小さな巨人」企業が模範となって牽引する作用を発揮し、設備のインター

ネット接続、鍵となる工程のデジタル管理化、業務システムのクラウド化等の改造を展開することを支持し、中小企業のプロセスフローの最適化、

技術や設備のアップグレードを推進する。デジタル化サービスプロバイダにより、デジタル化での問合せと診断、スマート化への改造、クラウド化とクラ

ウド利用等のサービスを提供する。

⚫ スマート製造の業界応用を開拓する。設備の製造、電子情報、原材料、消費財等の分野での細分化した業界の特徴と弱点に対し、スマート製造

の実施のロードマップを制定し、ステップや段階ごとに推進する。条件が整い、基礎のある企業が技術改造へ投資することを支持し、プロセスの革新、

設備のアップグレード、管理の最適化、生産過程のスマート化を引き続き推進する。業界の転換促進機関を建設し、データ、標準、ソリューションの

深い応用を加速させる。交流の経験、需要側と供給側の交流活動を組織して展開し、スマート製造の新技術、新しい設備、新しいモデルを総括し

て普及させる。

⚫ 地域のスマート製造の発展を促進する。地方が政策体系を新たに作り出して完全にし、それぞれ特色のある地域のスマート製造の発展戦略を模索

することを推奨する。地域を超えたスマート製造における重要技術の開発、需要側と供給側との交流、人材育成等の定型を展開することを推進す

る。地方、業界組織、トップ企業等が協力し、先進技術、設備、標準、ソリューションを普及させ、スマート製造が園区に入ることを加速させ、産業

グループのスマート化レベルを向上させることを推奨する。産業の特色が鮮明で、転換需要が切迫し、基礎条件に優れている地域がスマート製造先

行区域を建設し、スマート製造技術のイノベーション後方基地、模範応用集積地、重要設備とソリューションの輸出基地を作り出すことを支持する。

出所）「第14次5か年計画」スマート製造発展計画 NEDO北京事務所仮訳
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重点ミッションの3つめでは、デジタルツイン等も含めたソフトウェアの研究開発にフォーカスし、設

備メーカや研究機関、ユーザ、ベンダが一体となった中核的ソフトウェア開発の推進を標榜。

海外各国における産業政策 中国

◼ 重点ミッションの3つめは「自主供給を強化し、産業体系の新たな優位性を発展させる」。

⚫ 強大な国内市場により、設備、ソフトウェアおよびシステムソリューションの発展を加速させ、スマート製造の新興産業を育成して発展させ、供給体

系の適合性を迅速に向上させ、産業体系の最適化とアップグレードを牽引する。

⚫ スマート製造設備を大いに発展させる。検知、制御、決定、実行等のポイントの欠点に対して、産学連携でのイノベーションを強化し、要となってい

る基本部品と装置における困難を突破する。スマート作業場／工場の建設により、一般的なものと専用のスマート製造装置の研究開発と繰り返し

のアップグレードを加速させる。デジタルツイン、人工知能等の新技術のイノベーションと応用を推進し、世界で先進的な新しいスマート製造設備を研

究開発する。

⚫ 工業用ソフトウェアの研究開発に焦点を当てる。設備メーカ、大学、研究所、ユーザ企業、ソフトウェア企業の強力な連携を推進し、製品の全ライ

フサイクルと製造の全過程に目を向けた中核的ソフトウェアを共同で開発し、組み込み式工業用ソフトウェアを研究開発し、開発環境を集積し、

細分化した業界に目を向けた集積した工業用ソフトウェアプラットフォームを研究開発する。工業知識のソフトウェア化とフレームのオープンソース化を

推進し、工業用ソフトウェアのクラウド化配置を迅速に推進する。重要プロジェクトと主要企業により、安全で制御可能な工業用ソフトウェアの応用

模範を展開する。

⚫ システムソリューションを着実に作り上げる。スマート製造システムソリューションサプライヤが、ユーザと需給での相互交流を強化し、協力して新しいも

のを作り出し、プロセス、装置、ソフトウェア、ネットワークのシステム集積と深い融合を推進し、一般的なシーンと細分化された業界向けのソリュー

ションを開発することを推奨する。中小・零細企業の特徴と要求に焦点を当て、軽量化され、メンテナンスしやすく、低コストなソリューションを開発

する。システムソリューションのプロバイダの育成を加速させ、規範化された発展を推進し、専用化され、高レベルで、ワンストップ式の集積サービスを提

供することを牽引する。

出所）「第14次5か年計画」スマート製造発展計画 NEDO北京事務所仮訳
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重点ミッションの4つめでは、標準化の促進や国際標準への同期、安全保障の強化、人材育

成強化（職業標準の策定・トレーニング手段の確立・学院建設等）を標榜。

海外各国における産業政策 中国

◼ 重点ミッションの4つめは「基礎的支持を固め、スマート製造の新たな保障を構築する」。

⚫ スマート製造の発展トレンドに照準を合わせ、軽量、標準、情報インフラ、安全保障等の発展基礎を健全に整え、完全で信頼性があり、先進的で

適用でき、安全で自主的な支持体系を着実に構築する。

⚫ 標準化作業を深く推進する。標準のトップレベルデザインを継続して最適化し、国家スマート製造標準体系と業界応用標準体系の建設を統一し

て推進する。基礎で共通性がある鍵となる技術の標準の制定と改訂を加速させ、従来の標準の最適化と協力を強化し、スマート装置、スマート工

場等の方面において国家標準、業界標準、団体標準、企業標準の相互連携、相互補完の標準グループの形成を推進する。標準を貫徹して実

行することを加速させ、企業が標準によりスマート作業場／工場の建設を展開することを支持する。

⚫ 国際的な標準化作業に積極的に関わり、技術の成熟度が高い国家標準と国際標準との同期的発展を推進する。情報インフラを整える。インダ

ストリアル・インターネット、IoT、5G、光インターネット等の新しいネットワークインフラの規模化配置を加速させ、企業が内外のネットワークのアップグ

レード改造を展開し、現場の検知とデータ伝送能力を向上させることを推奨する。工業データセンター、スマートコンピュータセンター等のコンピュータイン

フラ建設を強化し、人工知能等の新しい技術応用を支える。大型グループ企業、工業園区を支え、内部資源のマッチング、製品の全ライフサイクル

の管理、産業チェーンとサプライチェーンの協力、中小企業サービス、産業データの処理と分析を中心として、それぞれ特色のあるインダストリアル・イン

ターネットプラットフォームを確立し、全要素、全産業チェーンのデータの有効な集積と管理を実現する。

⚫ 安全保障を強化する。スマート製造の安全リスクの判断を強化し、ネットワークセキュリティ、データセキュリティ、機能安全を同期して推進し、暗号

技術の深い応用を推進する。企業のネットワークセキュリティの分類・等級付け管理を実施し、企業がネットワークセキュリティの主体的責任を実施

することを要求する。国家、地方、企業の多段階での産業自動化管理における情報セキュリティの監視警告ネットワークを整え、インダストリアル・

インターネットのセキュリティ技術の監督サービス体系を迅速に建設する。データの国境を越えた伝送記録と監督管理メカニズムを模索して確立する。

政策標準要求に合う技術保護体系と安全管理制度を確立する。セキュリティサービス機関を育成しネットワークセキュリティ技術の普及と応用を強

化し、診断、相談、設計、実施等のサービス能力を向上させる。

⚫ 人材育成を強化する。スマート製造の人材要求の予測レポートと人材不足による需要リストを定期的に作成し、スマート製造分野の職業標準を研

究して制定する。高い技能人材の育成基地等の機関により、大規模な職業訓練を展開する。その年に卒業する学生、在職スタッフ、異動したス

タッフのデジタル化技術のトレーニングを強化し、産業・教育融合型企業の建設を推進し、スマート製造企業と職業学校との深い提携を促進し、

中国の特徴ある見習工制度を模索する。新しい工科大学の建設を深め、スマート製造分野において現代産業学院と、特色があり模範的なソフト

ウェア学院を建設し、学科の専門と課程体系の設置を最適化し、ハイエンド人材の訓練を加速させる。起業家精神と匠の精神を輝かせ、スマート

製造における創新創業大会や技能競争を推奨して展開する。

出所）「第14次5か年計画」スマート製造発展計画 NEDO北京事務所仮訳
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重点ミッション推進のために、中央で集約すべき施策と地方で実施すべき施策の検討や、財

政・金融面の施策、プラットフォーム構築、国際協力等が挙げられている。

海外各国における産業政策 中国

◼ 重点ミッションを推進するための方策として、①統一と協調の強化、②財政と金融サポートの強化、③公共サービス能力の向上、④

開かれた提携の深化の4つが挙げられている。

⚫ ①：部門の協力を強化し、スマート製造工程を統一して実施し、技術的課題、装置のイノベーション、模範の応用、標準化、人材育成等を深く展

開する。中央と地方の協力を強化し、地方が政策や法律、法規を公布し、各種社会リソースの集結をリードし、システムの推進任務の構成を形成

することを推奨する。スマート製造の専門家諮問委員会と関連の大学、研究機関、専門のシンクタンクの作用を十分に発揮し、スマート製造の将

来性、戦略性における重大な問題の研究を展開する。企業が自身の実際の状況を結合してスマート製造の実施を加速させ、安全な生産と環境

保護の任務を継続して実施することを推奨する。

⚫ ②：国家重大科技プロジェクト、国家重点研究開発計画等のスマート製造分野に対する支持を強化する。重大な設備と研究開発費用の追加

控除等の初めての支持政策を実行する。国家の関連産業基金、社会資本がスマート製造に対する投資力拡大することを推奨する。国家の産業

融合提携プラットフォームの作用を発揮し、金融機関が企業のスマート化への改造のために中長期の融資支援を提供することを牽引し、スマート製

造の特徴に合致するサプライチェーンの金融、融資、リース等の金融商品を開発する。条件に合致する企業が株券、債券等の方式で直接融資を

展開することを推奨する。

⚫ ③：業界組織、地方政府、産業園区、大学、研究所、トップ企業等がスマート製造の公共サービスプラットフォームを建設し、標準試験検証プラッ

トフォームを支持し、従来のサービス機関が検査測定、相談と診断、計量と測定、安全評価、トレーニングと普及等のサービス能力を向上させること

を推奨する。スマート製造の公共サービスプラットフォームの規範を制定し、優位性の相互補完、共同で発展するためのサービスネットワークを構築する。

長期効果の評価メカニズムを確立し、第三者機関がスマート製造能力の成熟度評価を展開し、業界と地域のスマート製造発展指数を研究して

発表することを推奨する。

⚫ ④：関連国、地域、国際組織との交流を強化し、スマート製造技術、標準、人材等の提携を展開する。国際企業、海外の研究機関等が、ス

マート製造研究開発センター、模範工場、訓練センター等を中国に建設することを推奨する。知的財産権の保護を強化し、データリソースの財産権、

取引の流通、国を超えた伝送とセキュリティ保護等の基礎制度と標準規範を確立することを推進する。「一帯一路」イニシアティブ、BRICs提携メカ

ニズム、地域的な包括的経済連携(RCEP)協定等を共に建設することにより、スマート製造用設備、ソフトウェア、標準、ソリューションにより「走出

去」（海外投資）することを推奨する。

出所）「第14次5か年計画」スマート製造発展計画 NEDO北京事務所仮訳
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日本の製造業と海外先進製造業の彼我の差

産業

個社

日本企業 海外先進企業

グランドデザインが不明確
80年代の日米貿易摩擦で産業政策に謙抑的

グランドデザインが明確
米国：連邦政府の分厚いR&D投資（企業家としての国家）

とシリコンバレーモデル

欧州：米中に対するカウンタープロポーザルとしてのデータ

エコシステム

中国：国家主導型産業資本主義

産業構造
ケイレツ

（部分最適と分割損）

市場取引＋デジタルケイレツ（垂直統合）

（全体最適とオープン・クローズ）

標準化とIT
標準化とIT活用の軽視

（モノ作りに対する盲目的自信）

戦略的な標準化とIT活用

（形式知化・リファレンスと時間・システムの経済）

インフラ機能 カスタマーサクセス産業が脆弱 カスタマーサクセス産業のエコシステム

ビジネスモデル モノ中心のパラダイム
（静的・個別最適、製品ビジネス、売り切り：交換価値）

スケールフリーネットワーク型のパラダイム
（動的・全体最適、サービスビジネス、ライフサイクル全体：使用価値）

戦略シナリオ 現場が強い（現場丸投げ） メガトレンドを踏まえた全社戦略

ポートフォリオ
コングロマリットディスカウントと

イノベーションのジレンマ

徹底したポートフォリオ管理と企業変革力

国家

投資

無形固定資産投資の軽視

（自社売上最大化主義により協調領域、

カスタマーサクセス機能に投資が回らない）

無形固定資産投資重視

（エコシステム、協調領域、カスタマーサクセス機能）
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日本の製造業が負の均衡から抜け出す為に様々な産業政策が求められる

日本の製造業の問題点と求められる産業政策（案）

事業業績

（BS・PL、EV等）

P
（Performance）

C
（Conduct）

市場構造・

産業構造

S
（Structure）

日本の製造業の問題点 求められる産業政策

• 短期・PL重視、無形固定資産軽視
（グランドデザイン欠如・コングロマリットディスカウント）

• 無形資産投資投資の軽視

• イノベーションのジレンマ

• 標準化とIT活用の軽視

• ケイレツの弊害

（デジタルケイレツの脅威）

• 現場丸投げ

（教育基盤の脆弱性）

• モノ中心のパラダイム

• カスタマーサクセス産業が脆弱

• 予算

（不確実性への対応、クラウド・イン）

• 税制改革

（投資なき短期志向からの脱却、等）

• 規制・標準・デファクト
（SoS、サービス化のアーキテクチャ設計）

• イノベーション
（ミッシングピースへの投資）

• エコシステムの形成
（カスタマーサクセス型製造業支援機能）

• 人材育成
（システム思考型人材）

組
織
能
力

物的資本

組織資本

人的資本
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注力６領域で目指すべき日本企業の方向性と産業政策の具体例

エコシステム

規制・標準・デファクト

イノベーション

人材育成

税制

予算

注力６領域 日本企業の方向性 産業政策の中身

アーキテクチャの設計
（SoS、サービタイゼーション）

ミッシングピースへの投資

需要表現
（ユーザ・ベンダ一体、Team of rivals）

システム思考への理解
（アーキテクト、 IT・OT統合等分野越境型人材）

投資インセンティブ
（投資なき短期指向からの脱却）

全体的な支援
（不確実性への対応、クラウド・イン

（民間投資を呼び込む） ）

ユーザーコンソーシアム
（ユーザニーズ→製品概念→要素技術とデザインマーケ）

ドメイン別アーキテクチャの設計
（協調領域、国際ハーモナイズ）

研究とイノベーションの連携
（日本版DCC、Fraunhofer型研究（受託研究））

実践的高等教育基盤
（分野横断型カリキュラム、システムズエンジニアリング）

投資促進税制・モニタリング改革
（加速償却、DES促進税制、金融機関のモニタリング高度化

を促進する税制（抵当権ベースの負の外部性））

効果測定とKPI改革、補助金
（DX指標の製造業版、外資企業の積極活用、中堅・中小企

業向けのロードマップ策定費用への貸付）
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ドメイン別のシステムアーキテクチャを策定

規制・標準・デファクト：アーキテクチャの設計

◼海外の標準の見取り図とアウトプットを日本に紹介、導入することに投資

⚫ NIST、DIN等の動向をリサーチ

◼国際標準に関連するKPIのあり方

⚫ 標準獲得件数から産業育成につながったかへ

◼海外のソリューション、ベンダを梃子にした日本の製造業のデジタル化が重要

⚫ （全ての領域がとは言わないが）ソフトウェアで海外に勝ち目はない

⚫ むしろ日本の製造業が海外のソフトウェアを使って製品・ライン設計、ライフサイクルマネジメントを作

り上げることが重要

⚫ 前述のコンソーシアムには外資系企業も含めることが肝要

• 「半導体・デジタル産業戦略」と同様の発想（TSMC、マイクロン、サンディスクなど外資系にも

積極的に補助金を投入し、日本の半導体の復活を目指す）
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グローバルエコシステムと繋がり研究と実装を繋ぐイノベーション基盤を構築

イノベーション：ミッシングピースへの投資

◼需要・ニーズ駆動型の応用研究をオープンに推進

＝応用工学の受託研究機能、スタートアップ設立の強化

⚫ AIST、理研の基礎・応用・実用研究の緊密な連携の実現

◼日本版DCC（Digital Capability Center）によりイノベーションのグローバルエコシステムと顧

客のDeep Diveの環境を整備

⚫ 日本の主要大学や高専と海外の大学との提携

• デジタル製造業向けのソフトウェアやツールを利用できる環境を整備

• ドメイン間（ユーザ・ベンダ・アカデミアや学問領域（経営工学・システム工学等））を架橋

⚫ コンサルファーム、ITベンダと連携しデマンドクリエーションを組み込み

• コンサルタント、エンジニアの育成の場にもなる（learning centerとしての価値）
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収奪的（extractive）な経済システムと過度なリニアモデル信仰が長期停滞を加速

イノベーション：ミッシングピースへの投資

1990年
（ジャパンアズ

ナンバーワン）

イノベーション

の枯渇

キャッチ

アップ

モデル終了

中央研究所

ブーム
（技術タダ乗り

コンプレックス）

高度成長の中間層

増大と就社モデル

（大企業の弊害）
• 年功序列・終身雇用

• 人材流動性の低さ

経済制度上の特徴 政治制度上の特徴

産業保護政策
• 低生産性産業による

政治圧力強化

長期的な経済低迷と

R&D現場の疲弊
• 価値を生まないスキル延

命

• 既存産業による

イノベーションの阻害

（Uber、Airbnb等）

特定業界保護政策

が次々と可決

科学技術政策の過

度なﾘﾆｱﾓﾃﾞﾙ深耕
• 第五世代ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ等

• 産学連携の失敗と

多大な分割損

（総合電機の弊害）

聖域であったR&Dの

リストラ
• 技術流出

• 過度な予定調和

• R&Dと経営のギャップ
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アカデミアーコンサル・ITーユーザのEnd-to-Endのエコシステムを構築し、製造業のDXをサポート

イノベーション：ミッシングピースへの投資

注：RTS（Reset. Transform. Sustain.）は抜本的かつ迅速で持続可能な業績改善を求める顧客に対して、変革のための実証済みのアプローチを提供する部門

コンサル

（McKinsey）

ITベンダ

チェンジマネジメ

ントコンサル
アナリティクス IT オペレーション

オペレーションコン

サル

RTS

Digital

McKinsey
（CAGR20%）

PLM、MES、等

アカデミア

ユーザ企業

研究開発

最新の専門

知識と新技術

DX

（価値向上と

持続性の確

保）
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分野横断型カリキュラム、システムズエンジニアリングの実践的高等教育基盤を整備

人材育成：システム思考への理解

◼アーキテクチャオリエンテッドな教育プログラムの開発

⚫ アーキテクト、 IT・OT統合等分野越境型人材（2つ以上の専門性を持ったダビンチ型人材）の育

成が重要

⚫ DADCのリブート？

• 産業ドメインごとにコンサルファームも活用しシステムアーキテクチャーを設計させる等

◼Nation wideにスケールするための仕組みの整備

⚫ カリキュラム開発

⚫ 高専の活用

• ソフトウェアのアカデミックライセンス等ベンダも巻き込む
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投資しない均衡から抜け出すためインベストメントチェーンを改革

税制：投資インセンティブ

◼投資インセンティブの付与

⚫ DXの進展度合いに応じた投資インセンティブの付与

• DX指標の製造業版の整備

• 短期指向のKPI（PL等）のみではなく、長期指向のKPIによる評価

• 結果KPIでなくプロセスKPI（非財務KPI等）

• EVA的な発想

⚫製造業のIT化、ソフト化、サービス化に伴う財務処理の柔軟性（減価償却等）

◼中堅・中小製造業の投資負担の軽減

⚫ DXの進展に合わせた貸付の切り替え

（成功見込みが高まった場合は株式に転換等し償還ではなく配当で支払う等）

◼金融機関のモニタニング能力の高度化促進（抵当権ベースの負の外部性からの脱却）

⚫ BS、PLのみによる評価からの脱却

⚫ オプション価値的な視点からの企業価値の算出方法の研究

⚫ アナリストの育成
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具体的な政策テーマ（案）

狙い（期待する政策効果）問題意識 内容

ラインビルダー

エコシステム
（システムインテグレー

ション産業拠点）

日本版

Manufacturing –X

戦略

• スケールフリー型モデルへの変革

に向けモジュール型アーキテクチャ

の強化が必要

• 日本の強みである製造設備の

システムインテグレーションの生産

性向上とスケールアウトが突破

口となる

• 九州地域のシステムインテグレー

ション産業拠点化

• 九州地域の産業の強み（産業

拠点（半導体、ロボット等）、

システムインテグレーター産業の

集積等）を活かし製造業の製

造プラットフォームサービス事業と

しての展開の基礎を作る

• コアとなるラインビルダー（平田

機工）をハブに異業種間連携

の仕組みと場を構築

• ラインビルダーとの協調により中

堅中小企業が海外にアクセス

する仕組みを

• 具体的にはコンソーシアムの設

立が考えられる

• 欧州はCatena-Xでの成功事

例をベースに他の業種・分野に

横展開を図る大戦略を保有

（スピードが勝負となるなか日

本が出遅れるリスク）

• 多様で分厚い産業集積、共同

体意識と情報共有の仕組み

（ケーレツ等）など日本の強み

である中小企業のオープンでグ

ローバルな共存共栄モデルとして

の日本版Manufacturing –Xの

構築

• 海外との連携、コーディネート機

能を強化

• 日本の製造業が海外のベストプ

ラクティスを使いこなせるようにす

る

- 一里塚としてのCatena-Xの

実装と展開・拡張RM作成

- 日本のユーザのエンカレッジ、

ユーザ機能強化

- 海外ベンダへの玉入れ（集

まることで最大ユーザ基盤と

してRequirementを出す）

• OTとITとコンバージェンス（日本

のITシステムベンダはOTに弱く、

ラインビルダーはITに弱い）

• 欧州とのハーモナイゼーションや

玉入れをシステマティックに行う

機関の強化

（例えば、機械工業連合会、

日本自動車工業会、日本航

空宇宙工業会等各工業連合

会に共同で当該機能を新設

（Authority確保）

• 海外ベンダのスポンサーシップ

（半導体同様海外を使っれレ

バレッジ）

• 中小企業製造業向けのリファレ

ンスづくり

• 政策ベンチマーク

（MADE IN EUROPE、IDS

Data space radar、等）
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具体的な政策テーマ（案）

狙い（期待する政策効果）問題意識 内容

ITシステムベンダの

スキルアップ
（第四次産業革命ス

キル習得講座認定制

度）

• 日本のITシステムベンダにはOT、

製造DXのケイパビリティ、知見

が不足（人材流動性が短期

的に上がらないなか、8割のITエ

ンジニアが偏在しているベンダの

スキルアップが必須）

• ITベンダのスキルアップと人的リ

ソース提供

（スキルセットの定義と可視化

により取引コストを下げユーザと

共創（実装スキル強化、ユーザ

とベンダのスキル共有等）

• エンタープライズアーキテクトの育

成

• 第四次産業革命スキル習得講

座認定制度

• カリキュラム作成

- SIer向けカリキュラム作成

（w/商務情報政策局）

- 大学、高専、海外ソフトベン

ダと連携

- カリキュラムの実行実装機能

の整備（日本生産性本部、

インダストリアル・エンジニアリ

ング協会、エンジニアリング

協会（ENAA）等）

製造DX向け

中小企業金融

の整備

• 中小企業は投資原資がボトル

ネック

• 一方で、資金の提供側にも製

造DX向け投資のリスク評価、モ

ニタリング能力の問題が存在

• 中小企業の取引コストと情報の

非対称性の問題を解消（投

資評価可能な形態まで持って

いく）

• 金融機関を通じたスケールアウト

（特に海外の金融機関と繋が

ることでグローバルスケール、ポー

トフォリオ強化）

• 国内外の金融機関が日本に中

小企業に投資できるための環境

整備

- 企業価値評価可能な状態

に持っていくための基盤投資

（人に依存しており形式化

されていない、紙ベースで実

質データが無い等を解消する

ためのデジタイゼーション・デジ

タライゼーション投資原資の

提供、一例としてのMES投

資）

- 低利貸出しアップサイドが見

えたらDES等
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具体的な政策テーマ（案）

狙い（期待する政策効果）問題意識 内容

税制改革

• 製造業モデルがライフサイクル全

体にシフトするなか税制上の研

究開発定義とミスマッチ

（日本の過度なリニアモデル信

仰の弊害）

• デジタルサービスはデータ活用と

アップデートで時間の経過ととも

に価値が増加するが減価償却

とミスマッチ

• 投資なきROA向上からの脱却

（現金＝無リスク資産という

誤った認識）

• LTVを加味した研究開発税制

• 増価蓄積を加味した税制

• 資本コストを意識を高める為の

税制

• Made with Japanの税制改革

のグランドデザイン検討
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一例としてのバッテリー製造ターンキーシステム

『カスタマーサクセス型製造業支援機能群』構築に向けた具体的なアイデア

市場が成長し業界構造が変化

する業界へのターゲティングS

エコシステム構築により日本の強

みをレバレッジC

経済波及効果と競争力の持続

性（オープン・クローズ）を確保P

ミッシングピースを補完

• 半導体と並ぶ成長ハイテクセクター

（但し、半導体と異なり不確実性がより高いため、産業政策でセット

アップコストを低減する意義が存在）

• 製品アーキテクチャーが変わることにより生産ラインを全く新しくする必要

• バッテリパスポートなど自動車のライフサイクル全体を加味した生産システム

（仕組み）が必要（バッテリのリファービッシュ等）

• バッテリーの基盤技術（川上）は日本が強い

（SPE、材料素材の強みを横にスケールできる）

• ソリューション販売のスケールの可能性

（主要技術を有している中小企業が国内に存在するが単独では海外に

出ていく力がない→ラインビルダーと組むことで海外にスケール可能）

• 国内のユーザ企業の競争力アップにも資する可能性

（OEM、システムサプライヤ、Tier2以下の連携）

• バッテリーはプロセス系・アセンブリ系、物理・化学・機械のハイブリッドであり

MESの導入等デジタル化の必要性が高い

• 半導体と同様に裾野が広い産業であり経済波及効果も大きい

• SDGsの文脈でも経営として投資家にアピールしやすい












